
岩手県県土整備部所管工事における国土交通省東北地方整備局工事関係書

類の標準化について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 31 年４月 

 
 
 

岩手県 

【留意事項】 

 
１．工事書類標準化にかかる方針一覧 

① 県様式に加え、国交省様式も可 

② 県様式の指定がないため、国交省様式も可 

③ 標準化が困難 

④ 標準化対象外（県に制度なし） 

 
 ※「① 県様式に加え、国交省様式も可」及び「② 県様式の指定がないため、国交省様式も可」

については県土整備部所管工事において、国交省様式の使用が可能になります。 

(ア)  国交省様式を使用する場合は、初回打合せにおいて工事打合せ簿（様式第 43 号）により国様

式を使用する旨、報告をお願いします。 

(イ)  国交省様式と県様式に相違がある箇所は    で明示をしています。 

(ウ)  国交省様式と県様式に相違があったとしても、県様式にあわせた文面にする必要はありませ

んが、宛名については県様式に合わせること。 

(エ)  国交省様式について、監督員より追記の指示がある場合があります。 

(オ)  直轄工事において、県様式を使用することはできません。 
 

２．国土交通省 土木工事共通仕様書 （平成 31 年４月以降適用） 

http://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000052.html 
 

３．岩手県県土整備部 土木工事共通仕様書（平成 30 年４月以降適用） 

http://www.pref.iwate.jp/kensetsu/nyuusatsu/sekkei/005600.html 
 

４．標準化開始日 

平成 31 年４月１日以降入札公告に付す工事から適用する。 

 



工事書類標準化  様式一覧 

東北地整書類一覧 種別 標準化に関する評価 

1 現場代理人等通知書 

工
事
着
手
前 

①県様式に加え、国交省様式も可 

2 請負代金内訳書 ③標準化が困難 

3 工事工程表 ①県様式に加え、国交省様式も可 

4 建退共掛金収納書 ③標準化が困難 

5 建退共証紙受払簿※ ①県様式に加え、国交省様式も可 

6 請求書（前払金） ①県様式に加え、国交省様式も可 

7 ＶＥ提案書（契約後 VE 時） ①県様式に加え、国交省様式も可 

8 品質証明員通知書 ②県様式の指定がないため、国交省様式も可 

9 
再生資源利用計画書 

－建設資材搬入工事用－ 
①県様式に加え、国交省様式も可 

10 
再生資源利用促進計画書 

－建設副産物搬出工事用－ 
①県様式に加え、国交省様式も可 

11 施工計画書※ ①県様式に加え、国交省様式も可 

12 ＩＳ０9001 品質計画書 ④標準化対象外（県に制度なし） 

13 
設計図書の照査確認資料※ 

（契約書 18 条に該当する事実があった場合） 
①県様式に加え、国交省様式も可 

14 
工事測量成果表※ 

（仮ＢＭ及び多角点の設置） 
①県様式に加え、国交省様式も可 

15 

工事測量結果※ 

（設計図書との照合） 

（設計図書と差異有り） 

①県様式に加え、国交省様式も可 

16 施工体制台帳 ①県様式に加え、国交省様式も可 

17 施工体系図 ①県様式に加え、国交省様式も可 

18 工事打合せ簿(指示） 

施
工
中
（工
事
書
類
） 

③標準化が困難 

19 工事打合せ簿(協議） ③標準化が困難 

20 工事打合せ簿(承諾） ③標準化が困難 

21 工事打合せ簿(提出） ③標準化が困難 

22 工事打合せ簿(報告） ③標準化が困難 

23 工事打合せ簿(通知） ③標準化が困難 

24 
関係機関協議資料※ 

（許可後の資料） 
①県様式に加え、国交省様式も可 

25 近隣協議資料※ ①県様式に加え、国交省様式も可 

26 材料確認願（指定材料） ③標準化が困難 

27 材料納入伝票※ ④標準化対象外（県に制度なし） 

28 段階確認書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

29 確認・立会願 ①県様式に加え、国交省様式も可 

30 休日・夜間作業届※ ①県様式に加え、国交省様式も可 

31 安全教育訓練実施資料※ ③標準化が困難 

32 工事事故速報 ④標準化対象外（県に制度なし） 

33 工事事故報告書 ③標準化が困難 

34 工事履行報告書 ③標準化が困難 

35 材料品質証明資料※ ①県様式に加え、国交省様式も可 
 

工事書類標準化  様式一覧 

東北地整書類一覧 種別 標準化に関する評価 

36 認定請求書 

施
工
中
（契
約
関
係
書
類
） 

①県様式に加え、国交省様式も可 

37 請求書（中間前金払） ①県様式に加え、国交省様式も可 

38 指定部分完成通知書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

39 指定部分引渡書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

40 請求書（指定部分完済払金） ①県様式に加え、国交省様式も可 

41 工事出来高報告書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

42 請負工事既済部分検査請求書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

43 工事出来高報告書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

44 請求書（部分払金） ①県様式に加え、国交省様式も可 

45 完成届（かし修補） ①県様式に加え、国交省様式も可 

46 部分使用承諾書 ②県様式の指定がないため、国交省様式も可 

47 工期延期願 ①県様式に加え、国交省様式も可 

48 支給品受領書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

49 支給品精算書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

50 建設機械使用実績報告書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

51 建設機械借用・返納書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

52 現場発生品調書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

53 出来形図※ 施
工
中
（工

事
書
類
） 

①県様式に加え、国交省様式も可 

54 産業廃棄物管理表（マニフェスト）※ ①県様式に加え、国交省様式も可 

55 新技術活用関係資料 ①県様式に加え、国交省様式も可 

56 完成通知書 

工
事
完
成
時 

①県様式に加え、国交省様式も可 

57 引渡書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

58 請求書（完成代金） ①県様式に加え、国交省様式も可 

59 出来形管理図表 ①県様式に加え、国交省様式も可 

60 品質管理図表 ③標準化が困難 

61 品質証明書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

62 工事写真※ ①県様式に加え、国交省様式も可 

63 総合評価実施報告書 ④標準化対象外（県に制度なし） 

64 
創意工夫・社会性等に関する実施状況（説明

資料） 
①県様式に加え、国交省様式も可 

65 工事完成図※ ①県様式に加え、国交省様式も可 

66 工事管理台帳 ④標準化対象外（県に制度なし） 

67 
再生資源利用実施書 

－建設資材搬入工事用－ 
①県様式に加え、国交省様式も可 

68 
再生資源利用促進実施書 

－建設副産物搬出工事用－ 
①県様式に加え、国交省様式も可 

69 
低入札価格調査 

（間接工事費等諸経費動向調査票） 
後 ④標準化対象外（県に制度なし） 

 

 



Ｎｏ．１ 工事着手前・契約関係書類 現場代理人等通知書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－１

　　　　　　　　　
年月日：

殿

（受注者） 印

付けをもって請負契約を締結した 工事に

ついて工事請負契約書第10条に基づき現場代理人等を下記のとおり定めたので別紙

経歴書を添えて通知します。

現場代理人氏名

主任技術者又は
監理技術者氏名※

専門技術者氏名

※「資格者証（写し）」を添付する。

記

現　場　代　理　人　等　通  知  書

（発注者）

　年　　月　　日

 

様式第 6－1号 

 

現場代理人等通知書 
 

                                  年  月  日 

 

  岩手県知事（公所長） あて 

 

                      受注者  住所 

                           氏名           印 

 

   年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、契約書別記第 10 条に基づき 

現場代理人等を下記のとおり定めたので、別紙経歴書を添えて通知します。 

 

記 

 

工 事 名  

工 事 場 所  

 

 氏        名 受注者名（ＪＶの場合） 

現 場 代 理 人   

主 任 技 術 者   

監 理 技 術 者   

専 門 技 術 者   

 

 



Ｎｏ．１ 工事着手前・契約関係書類 現場代理人変更通知書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－１(3)

年月日：

殿

（受注者） 印

工 事 名

付けで通知した上記工事の現場代理人及び技術者を下記

のとおり変更したいので、別紙経歴書を添え、契約書第10条にもとづき通知します。

記

※「資格者証（写し）」を添付する。

(注)1． 新現場代理人等の記入内容は様式－1に準ずる。

2． 変更する現場代理人等区分には、下記から該当する区分を記載する
・現場代理人
・主任技術者
・監理技術者
・専門技術者

年　　月　　日

（発注者）

現 場 代 理 人 等 変 更 通 知 書

変　 更　 事 　由

現場代理人等変更年月日

変更する現場代理人等区分

旧現場代理人等氏名 新現場代理人等氏名

 

様式第 6－2号 

 

現場代理人等変更通知書 
 
                                      年  月  日 
 
  岩手県知事（公所長） あて 
 
                      受注者  住所 
                           氏名           印 
 
    年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、現場代理人等を下記のとおり 
変更したので、別紙経歴書を添えて通知します。 
 
                      記 

工 事 名  

工 事 場 所  
 
 氏        名 受注者名（ＪＶの場合） 

新 

現 場 代 理 人   

主 任 技 術 者   

監 理 技 術 者   

専 門 技 術 者   

旧 

現 場 代 理 人   

主 任 技 術 者   

監 理 技 術 者   

専 門 技 術 者   

変 更 年 月 日             年   月   日 

変 更 理 由 
（具体的に記入） 

 

 

 
 

 



Ｎｏ．１ 工事着手前・契約関係書類 現場代理人等通知書（経歴書） ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－１(2)

年月日：

（現場代理人等氏名） 印

＊は、必要により記載する。

生　年　月　日

経　　歴　　書

現　　住　　所

＊工　事　経　歴

＊最　終　学　歴

資格及び資格番号

＊職　　　　　歴

 

様式第 6－3号 

 
 

経     歴     書 
 
 
 
  本籍地 
 
  現住所 
 
  氏  名                           印 
 
  生年月日 
 
  学  歴（最終学歴） 
 
 
  資  格（法令による免許及び登録番号） 
 
 
  職  歴 
 

 

 



Ｎｏ．２ 工事着手前・契約関係書類 請負代金内訳書 ③標準化が困難 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－２
年月日：

殿

（受注者） 印

～ 迄

費　目 工　　種 種別 細別 規　格 単位 員　数 単価 金　額

請負代金内訳書

工 事 名
契約年月日

（発注者）

工　期

 

 

様式第２号 

                                      年  月  日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                          受注者  住所 

                               氏名           印 

 

 

請 負 代 金 内 訳 書 
 

工 事 名 

工 事 場 所 

契約年月日        年   月   日 

工   期        年   月   日から    年   月   日まで 

 

費  目 工   種 種  別 細  別 規格 単位 員数 単価 金額 

直接工事費 道路土工 掘削工 掘削      

         

         

         

間接工事費 共通仮設費 運搬費       

  準備費       

         

 現場管理費 法定福利費 雇用保険料      

  法定福利費 健康保険料      

  法定福利費 介護保険料      

  法定福利費 厚生年金保険料      

  その他       

 一般管理費等        

         

（注）１．共通仮設費については、内訳として運搬費、準備費、仮設費、事業損失防止施設費、安全費、 

    役務費、技術管理費、営繕費があり、本工事で該当する項目全てについて記入すること。 

   ２．現場管理費については、内訳として法定福利費（雇用保険料、健康保険料、介護保険料、厚生年金保険

料（児童手当拠出金含む））の各項目及びその他の全てについて記入すること。 

   ３．様式は適宜変更して構わない。 

 



Ｎｏ．３ 工事着手前・契約関係書類 工事工程表 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－３(1)

年月日：
（発注者） 殿

自 至 （受注者） 印

工　　種

　1　工種は工事数量総括表の工種を記載する。（工種以外でも必要なものは、記載する。）

　2　予定工程は黒実線をもって表示する。

工　　程　　表

工事名

月

日 1 11 21 1 11 21

工　期

月 月

1 11

月

21 1 11 211 11

月 月

21 1 11 21

月

記載要領

 

様式第１号                                             年  月  日 

 岩手県知事（公所長） あて 

                                    受注者 住所 

                                        氏名              印 

工 事 工 程 表（      ） 

 工 事 名 

 工 事 場 所    

 契約年月日          年   月   日 

 工   期          年   月   日から        年   月   日まで 

 

名 

称 
種別 

規格･寸

法 
単位 数量 

1 日当

り 

作業

摘 要 

予     定     工     程  

 

月

 

月

 

月

 

月

 

月

 

月

 

月

 

月 月

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

（注）１．本表は、契約締結後７日以内に提出すること。 

   ２．変更の場合は、「工事工程表（ ）」の（ ）内に「変更」と表示すること。 

   ３．予定工程は、黒実線をもって表示すること。また、変更契約の工程は、下段に黒点線をもって表示すること。 

   ４．「摘要」欄には、主要使用機械、歩掛及び資材の手配、段取等を記入すること。 

 

 



Ｎｏ．３ 工事着手前・契約関係書類 工事工程表（変更） ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－３(2)

年月日：
（発注者） 殿

自 至 （受注者） 印

自 至

工　　種

　1　工種は工事数量総括表の工種を記載する。（工種以外でも必要なものは、記載する。）

　2　当初契約の工程は黒実線をもって表示する。また、変更契約の工程は下段に黒点線もしくは赤実線をもって表示する。

記載要領

変更工期

1 11 21 1 11 211 11 21 1 11 21

月 月月 月

日 1 11 21 1 11 21

月

工　期

月 月

変　　更　　工　　程　　表

工事名

 

様式第１号                                             年  月  日 

 岩手県知事（公所長） あて 

                                    受注者 住所 

                                        氏名              印 

工 事 工 程 表（  変 更  ） 

 工 事 名 

 工 事 場 所    

 契約年月日          年   月   日 

 工   期          年   月   日から        年   月   日まで 

 

名 

称 
種別 

規格･寸

法 
単位 数量 

1 日当

り 

作業

摘 要 

予     定     工     程  

 

月

 

月

 

月

 

月

 

月

 

月

 

月

 

月 月

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

（注）１．本表は、契約締結後７日以内に提出すること。 

   ２．変更の場合は、「工事工程表（ ）」の（ ）内に「変更」と表示すること。 

   ３．予定工程は、黒実線をもって表示すること。また、変更契約の工程は、下段に黒点線をもって表示すること。 

   ４．「摘要」欄には、主要使用機械、歩掛及び資材の手配、段取等を記入すること。 

 

 



Ｎｏ．４ 工事着手前・契約関係書類 建設業退職金共済証紙購入状況報告書 ③標準化が困難 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－４

建設業退職金共済制度の掛金収納書

年月日：

支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）
殿

（受注者） 印

建設業退職金共済組合証紙購入報告

下記のとおり証紙を購入したので当該掛金収納書を添付して報告します。

工事名 工　　期

契約年月日 契約金額

共済証紙購入金額 ￥

掛金収納書を貼る（契約者から発注者用）

(注) 添付する掛け金収納書は中小企業主に雇われる場合は赤色、

大手事業主に雇われる場合は青色  

 

別紙様式３号 

 

                                    年  月  日 
 
 （発注者） 
 
           様 
 

受注者 

 

                                                 印 

 
 

建設業退職金共済証紙購入状況報告書 
 
 下記のとおり証紙を購入したので、当該掛金収納書を貼付して報告します。 
 

 工 事 名   契約年月日 年  月  日 

 工事場所   Ａ：請負額 円（税込） 

 Ｃ：標準購入額         円 

 

       ※ 

  Ａ × ―――  ＝ 

       1000 

   (※には、裏面を参照し、工事種別等に応じて算出した 

   数値を記入のこと。)  

 Ｂ：共済証紙購入額 円 

共済証紙 

  

購入率 

  

   Ｂ 

  ――― × 1000 ＝ 

   Ａ 

 共済証紙購入額が標準購入額を下回った場合はその理由 

 （該当理由を○で囲む・Ⅱ）の場合は簡潔に当該理由を記入すること。） 

  Ⅰ、当該工事の「労働者延べ就労予定者数」に占める「被共済者」の割合が70％よりも低いことによる。 

（「労働者延べ就労予定者数」に占める「被共済者」の割合 → 約   ％の予定） 

  Ⅱ、その他 

（                                     ） 

 

  （発注者提出用掛金収納書貼付欄） 

 

 



Ｎｏ．４ 工事着手前・契約関係書類 建設業退職金共済証紙購入状況報告書 ③標準化が困難 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

 

（裏面） 
 
 
共済証紙標準購入額を算出するにあたって、 ※  欄には、工事種別及び総工事費に応じた数値を 

下表から選択して記入すること。 
 

工事種別 
総工事費 

土 木 
舗  装 橋 梁 等 隧  道 堰  堤 浚渫・埋立 その他の土木 

   1000～  9999 千

円 3.5/1000 3.5/1000 4.5/1000 4.1/1000 3.7/1000 4.1/1000 

  10000～ 49999 千

円 3.3/1000 3.2/1000 3.6/1000 3.8/1000 2.8/1000 3.6/1000 

  50000～ 99999 千

円 2.9/1000 2.8/1000 2.8/1000 3.1/1000 2.7/1000 3.1/1000 

 100000～499999 千

円 2.3/1000 2.1/1000 2.1/1000 2.5/1000 1.9/1000 2.3/1000 

 500000 千円以上 1.7/1000 1.6/1000 1.9/1000 1.8/1000 1.7/1000 1.8/1000 

 
 

工事種別 
総工事費 

建 築 設 備 
住宅・同設備 非住宅・同設備 屋外の電気等 機械器具設置 

   1000～  9999 千

円 4.8/1000 3.2/1000 2.9/1000 2.2/1000 

  10000～ 49999 千

円 2.9/1000 3.0/1000 2.1/1000 1.7/1000 

  50000～ 99999 千

円 2.7/1000 2.5/1000 1.8/1000 1.4/1000 

 100000～499999 千

円 2.2/1000 2.1/1000 1.4/1000 1.1/1000 

 500000 千円以上 2.0/1000 1.8/1000 1.1/1000 1.1/1000 

 
 

 



Ｎｏ．４ 工事着手前・契約関係書類 建設業退職金共済証紙購入状況報告書 ③標準化が困難 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

 

 

 別紙様式４号 

 

                                  年  月  日 
 
 （発注者） 
 
            様 
 

受注者 

 

                                       印 

 

 
 

建設業退職金共済証紙不購入理由報告書 
 
 下記のとおり証紙を購入しない理由を報告します。 

 

工 事 名   契約年月日 年  月  日 

工 事 場 所   Ａ：請負額 円（税込） 

不購入の理由 

 （不購入の理由は詳細かつ具体的に記載すること。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今 後 の 証 紙 

購 入 予 定 

 （該当するものを○で囲む） 

 Ⅰ、購入予定あり 

（購入時期：   年  月頃、購入予定額        円程度） 

 Ⅱ、購入予定なし 

 

 



Ｎｏ．４ 工事着手前・契約関係書類 建設労災補償制度加入状況報告書 ③標準化が困難 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

 

 別紙様式５号 

 

                                年  月  日 
 
 （発注者） 
 
            様 
 

受注者 

 

                                        印 

 

 
 

建設労災補償制度加入状況報告書 
 
 建設労災補償制度加入状況を下記のとおり報告します。 

 

工 
 

事 
 

概 
 

要 

 工 事 名  

 工 事 場 所  

 請 負 金 額               円 

 契 約 年 月 日        年   月   日 

共 
 

済 
 

内 
 

容 

 共済等の名称  

 共 済 の 種 類   年間完成工事高契約・公共工事現場指定契約（該当契約を○で囲む） 

 共 済 金 額              万円 

 共 済 期 間       年   月   日～     年   月   日 

 

  （加入証明書貼付欄） 

 

 

 



Ｎｏ．５ 工事着手前・契約関係書類 建退協証紙受払簿 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない ※規定様式は定めていない 

 



Ｎｏ．６ 工事着手前・契約関係書類 請求書（前払金） ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－５(1)

年月日：

請求書 （ ）

支出官又は資金前渡官吏（官職氏名）
殿

請求者　（住所）

（氏名）

下記のとおり請求します。

請求金額 ￥

ただし、次の工事の( )として

工事名

契約日

契約金額 ￥

振込希望金融機関名 店

預金の種別

口座番号

口座名義

フリガナ

振込指定コード番号

(注)1．

2．

3．

（　　　）には前払金、中間前払金、部分払金、指定部分完済払金、
完成代金の別を記入すること。

部分払金を請求する場合は、請求内訳書（部分払の場合又は国債部分
払の場合）を添付すること。

指定部分完済払代金を請求する場合には、請求内訳書（指定部分払の
場合）を添付すること。

印

銀行 金庫

 

 

 様式第 20 号 

                                      年  月  日 

 

  岩手県知事（公所長） あて 

 

                          受注者  住所 

                               氏名           印 

 

請    求    書 
   

次のとおり請求します。 

 

 
請求金額                      円 （        ） 

 

工事名                              工 事 

工事場所  

請負代金額                               円 

 

 

 

  前金払    第３回  

 

  第１回    第４回  

  第２回     計  

 

 

  振込金融機関 名称             口座番号 普通・当座 

 

 

 （注） 請求金額欄の（ ）には、請求の別を前金払、部分払又は精算払と表示すること。 
 

 



Ｎｏ．７ 工事着手前・契約関係書類 VE 提案書（契約後 VE 時） ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－６(1)

年月日：

　　　（発注者）　殿

（受注者） 　　　　　印

　契約書第１９条の２に基づきＶＥ提案書を提出いたします。

番　号 概算低減額：千円

Ｖ　Ｅ　提　案　書

概　　算　　低　　減　　額　　合　　計

項　目　内　容

工事件名：

契約締結日：

連絡者

　　氏　名

　　ＴＥＬ

　　ＦＡＸ

ＶＥ提案の概要              　　  注）記入欄が不足する場合には、様式－６(1)の２として

                                　　  追記して下さい。なお、概算低減額は、提案を審

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　査する上で参考とするものです。

 

様式－１ 
提出日：平成  年  月  日 

 

契 約 後 Ｖ Ｅ 提 案 書 
 
 
契約担当者 ○○ ○○ 様 

 
                     請負者 
                                              住    所 
                                              商号又は名称 

代表者氏名            印  
 
 工事請負契約書追加条項第 19 条の２に基づき、ＶＥ提案書を提出します。 
 
工 事 名： 

 
 契約締結日： 
 

連絡者 
 氏 名 
ＴＥＬ 
ＦＡＸ 

 ＶＥ提案の概要              

番 号 項  目  内  容 
概算低減額(千円) 
（直接工事費） 

   

   

   

   

   

概 算 低 減 額 合 計  

注１）各項目内容の詳細は、別紙様式－２、３による。 
注２）記入欄が不足する場合には、適宜、別紙に追記のこと。（以下の様式も同様） 

 



Ｎｏ．８ 工事着手前・契約関係書類 品質証明員通知書 ②県様式の指定がないため、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－７

　　　　　　　　　
年月日：

殿

（受注者） 印

付けをもって請負契約を締結した 工事の

品質証明員を下記のとおり定めたので、資格及び経歴を添えて通知します。

品質証明員氏名

生年月日　　　　　　　　　

資格

経歴

計

※「資格者証（写し）」を添付する。

記

工事名 職名 工期 従事期間

品　質　証　明　員　通　知　書

（発注者）

　年　　月　　日

 

※規定様式は定めていない 

 



Ｎｏ．９ 工事着手前・契約関係書類 再資源利用計画書-建設資材搬入工事用- ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－７ 再生資源利用計画書（実施書）　－建設資材搬入工事用－

1.工事概要
請負者コード＊2

発注機関コード＊1

100万円未満四捨五入
工事種別コード*3 単位：千億まで

円 （税込み） 建築・解体工事のみ 単位：百万まで

右欄に記入して下さい
住所コード*4 m

2

m2

（再生資源の利 （　　に印をつける）

用に関する特記

事項等） （　　に印をつける）

2.建設資材利用実績 尚、解体工事については、建築面積は御記入いただかなくても結構です。

（再生資材を利用した場合に記入してください）

再生資材利用量（Ｂ）

（注1）

締めm3 締めm3 ％

締めm3 締めm3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

コード*5 コード*6 コード*7 コード*8 コード*9
土砂について 土砂について 再生資材の供給元について 施工条件について 土砂について

1.第一種建設発生土 2.第二種建設発生土 1.道路路体 2.路床 3.河川築堤 1.現場内利用 1.再生材の利用の指示あり 1.第一種建設発生土 2.第二種建設発生土
3.第三種建設発生土 4.第四種建設発生土 4.構造物等の裏込材、埋戻し用 2.他の工事現場 2.再生材の利用の指示なし 3.第三種建設発生土 4.第四種建設発生土
5.泥土（建設汚泥以外） 5.宅地造成用 6.水面埋立用 3.再資源化施設 5.泥土（建設汚泥以外）
6.土質改良土 7.再生コンクリート砂 7.ほ場整備（農地整備） 4.ストックヤード 6.土質改良土 7.再生コンクリート砂 アスファルト混合物等で、利用した
8.山砂、山土等の購入土、採取土 8.その他（具体的に記入） 5.その他 砕石について 再生材（製品）の中に、新材が混入し

砕石について 砕石について 1.再生クラッシャーラン ている場合であっても、新材混入分を
1.クラッシャーラン 2.粒度調整砕石 1.舗装の下層路盤材 2.再生粒度調整砕石 含んだ再生資材（製品）の利用量を
3.鉱さい 4.単粒度砕石 2.舗装の上層路盤材 3.鉱さい 4.その他 記入してください。
5.ぐり石、割ぐり石 6.その他 3.構造物の裏込材、基礎材 アスファルト混合物について

アスファルト混合物について 4.その他（具体的に記入） 1.再生粗粒度アスファルトコンクリート
1.粗粒度アスファルトコンクリート アスファルト混合物について 2.再生密粒度アスファルトコンクリート
2.密粒度アスファルトコンクリート 1.表層 2.基層 （開粒度及び改質アスファルトコンクリートを含む）
（開粒度及び改質アスファルトコンクリートを含む） 3.上層路盤 4.歩道 3.再生細粒度アスファルトコンクリート
3.細粒度アスファルトコンクリート 5.その他（駐車場舗装、敷地内舗装等） 4.再生アスファルトモルタル
4.アスファルトモルタル その他について（利用用途を具体的に記入） 5.再生加熱アスファルト安定処理路盤材
5.加熱アスファルト安定処理路盤材 その他について（再生資材の名称を具体的に記入）

その他について（再生資材の名称を具体的に記入）

請 負 会 社 名

発 注 機 関 名
担当者

発注担当者チェック欄

TEL

自

至

構　造

使　途

工　期

建　設　資　材　（新材を含む）

工 事 概 要 等

利　用　量（A)
再生資材の供給元施設、工事等の名称

( )

再　生　資　材　の　供　給　元
注：コード＊5～9は下記欄外のコード表より数字を選んでください。

施工条件の内容

TEL
FAX

工　事　名
最終工事

－ 請負金額 ,000,000

工事施工場所

階

階

地上

地下
建 築 面 積

延 床 面 積

階　数

供給元 施工条件

コード*7 コード*8
内容単位：百万まで

分　類 小 分 類 規　格 主な利用用途

コード*6コード＊5

利用率
コード*9 B/A×100

再生資源

単位：百万まで
*4

再生資材の供給元場所住所

土　砂

合　　　計

種類

砕　石

合　　　計

ｱｽﾌｧﾙﾄ

混 合 物

合　　　計

そ の 他

（再生資材

のみ記入）

合　　　計

注1:再生資材利用量について

記入年月日

( ) 工事責任者

住所コード
再生資材の名称

調査票記入者( )
会 社 所 在 地

都 道

府 県

鉄筋コンクリート造 鉄骨造

コンクリートブロック
造

木造 その他

居住専用 居住産業併用 事務所

店舗 工場、作業所 倉庫

学校 病院診療所 その他

鉄骨鉄筋コンクリート造

市 区

町 村

 

様式第114号 再生資源利用計画書（実施書）　－建設資材搬入工事用－

1.工事概要
請負者コード＊2

発注機関コード＊1

100万円未満四捨五入
工事種別コード*3 単位：千億まで

円 （税込み） 建築・解体工事のみ 単位：百万まで

右欄に記入して下さい
住所コード*4 m2

m
2

（再生資源の利 （　　に印をつける）

用に関する特記

事項等） （　　に印をつける）

2.建設資材利用実績 尚、解体工事については、建築面積は御記入いただかなくても結構です。

（再生資材を利用した場合に記入してください）

再生資材利用量（Ｂ）

（注1）

締めm
3

締めm
3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

コード*5 コード*6 コード*7 コード*8 コード*9
土砂について 土砂について 再生資材の供給元について 施工条件について 土砂について

1.第一種建設発生土 2.第二種建設発生土 1.道路路体 2.路床 3.河川築堤 1.現場内利用 1.再生材の利用の指示あり 1.第一種建設発生土 2.第二種建設発生土
3.第三種建設発生土 4.第四種建設発生土 4.構造物等の裏込材、埋戻し用 2.他の工事現場 2.再生材の利用の指示なし 3.第三種建設発生土 4.第四種建設発生土
5.泥土（建設汚泥以外） 5.宅地造成用 6.水面埋立用 3.再資源化施設 5.泥土（建設汚泥以外）
6.土質改良土 7.再生コンクリート砂 7.ほ場整備（農地整備） 4.ストックヤード 6.土質改良土 7.再生コンクリート砂 アスファルト混合物等で、利用した
8.山砂、山土等の購入土、採取土 8.その他（具体的に記入） 5.その他 砕石について 再生材（製品）の中に、新材が混入し

砕石について 砕石について 1.再生クラッシャーラン ている場合であっても、新材混入分を
1.クラッシャーラン 2.粒度調整砕石 1.舗装の下層路盤材 2.再生粒度調整砕石 含んだ再生資材（製品）の利用量を
3.鉱さい 4.単粒度砕石 2.舗装の上層路盤材 3.鉱さい 4.その他 記入してください。
5.ぐり石、割ぐり石 6.その他 3.構造物の裏込材、基礎材 アスファルト混合物について

アスファルト混合物について 4.その他（具体的に記入） 1.再生粗粒度アスファルトコンクリート
1.粗粒度アスファルトコンクリート アスファルト混合物について 2.再生密粒度アスファルトコンクリート
2.密粒度アスファルトコンクリート 1.表層 2.基層 （開粒度及び改質アスファルトコンクリートを含む）
（開粒度及び改質アスファルトコンクリートを含む） 3.上層路盤 4.歩道 3.再生細粒度アスファルトコンクリート
3.細粒度アスファルトコンクリート 5.その他（駐車場舗装、敷地内舗装等） 4.再生アスファルトモルタル
4.アスファルトモルタル その他について（利用用途を具体的に記入） 5.再生加熱アスファルト安定処理路盤材
5.加熱アスファルト安定処理路盤材 その他について（再生資材の名称を具体的に記入）

その他について（再生資材の名称を具体的に記入）

請 負 会 社 名

発 注 機 関 名
担当者

発注担当者チェック欄

TEL

自

至

構　造

使　途

工　期

建　設　資　材　（新材を含む）

工 事 概 要 等

利　用　量（A)
再生資材の供給元施設、工事等の名称

( )

再　生　資　材　の　供　給　元
注：コード＊5～9は下記欄外のコード表より数字を選んでください。

施工条件の内容

TEL
FAX

工　事　名
最終工事

－ 請負金額 ,000,000

工事施工場所

階

階

地上

地下
建 築 面 積

延 床 面 積

階　数

供給元 施工条件

コード*7 コード*8
内容単位：百万まで

分　類 小 分 類 規　格 主な利用用途

コード*6コード＊5

利用率
コード*9 B/A×100

再生資源

単位：百万まで
*4

再生資材の供給元場所住所

土　砂

合　　　計

種類

砕　石

合　　　計

ｱｽﾌｧﾙﾄ

混 合 物

合　　　計

そ の 他

（再生資材

のみ記入）

合　　　計

注1:再生資材利用量について

記入年月日

( ) 工事責任者

住所コード
再生資材の名称

調査票記入者( )
会 社 所 在 地

都 道

府 県

鉄筋コンクリート造 鉄骨造

コンクリートブロック
造

木造 その他

居住専用 居住産業併用 事務所

店舗 工場、作業所 倉庫

学校 病院診療所 その他

鉄骨鉄筋コンクリート造

市 区

町 村

 

 



Ｎｏ．１０ 工事着手前・契約関係書類 再資源利用促進計画書-建設副産物搬出工事用- ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－８ 再生資源利用促進計画書（実施書）　－建設副産物搬出工事用－
建築工事において、解体と新築工事を一体的に施工する場合は、解体分と
新築分の数量を区分し、それぞれ「様式8」を作成して下さい。

1.工事概要
請負者コード＊2

発注機関コード＊1

100万円未満四捨五入
工事種別コード*3 単位：千億まで

円 （税込み） 建築・解体工事のみ 単位：百万まで

右欄に記入して下さい
住所コード*4 m2

m
2

（　　に印をつける）

（　　に印をつける）

尚、解体工事については、建築面積は御記入いただかなくても結構です。

2.建設副産物搬出実績 現場内利用の欄には、発生量（掘削等）のうち、現場内で利用したものについて御記入ください。 コード*14（コード*13で「7.内陸処分場」を選択した場合のみ記入）

注） 再資源化施設、最終処分場は、指定副産物の種類ごとに３ヶ所まで記入できます。 1.山砂利等採取跡地 2.処分場の覆土 3.池沼等の水面埋立 4.谷地埋立 5.農地受入 6.その他
４ヶ所以上にわたる場合は、用紙を換えて記入してください。

搬出先 受入地
の種類 の用途

ｺｰﾄﾞ ｺｰﾄﾞ 3ヶ所まで記入できます。4ヶ所以上に ｺｰﾄﾞ ｺｰﾄﾞ (2)＋(5)
*10 *11 わたる時は、用紙を換えて下さい。 単位：千まで *13 *14 単位：百万まで （注２）

km 地山m3 地山m3

km 地山m3 地山m3

地山m3 地山m3 地山m3 km 地山m3 地山m3 地山m3 ％

km 地山m
3

地山m
3

km 地山m
3

地山m
3

地山m
3

地山m
3

地山m
3 km 地山m

3
地山m

3
地山m

3 ％

km 地山m3 地山m3

km 地山m3 地山m3

地山m
3

地山m
3

地山m
3 km 地山m

3
地山m

3
地山m

3 ％

km 地山m
3

地山m
3

km 地山m
3

地山m
3

地山m3 地山m3 地山m3 km 地山m3 地山m3 地山m3 ％

km 地山m3 地山m3

（河川、湖沼 km 地山m
3

地山m
3

等の浚渫土） 地山m
3

地山m
3

地山m
3 km 地山m

3
地山m

3
地山m

3 ％

地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン km トン トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン km トン トン トン ％

km トン

km トン

トン トン km トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン トン km トン トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン トン km トン トン トン ％

コード*10 コード*11 コード*12 コード*13（詳細は「表－４」参照のこと）
1.路盤材 2.裏込材 1.焼却 2.脱水 施工条件について
3.埋戻し材 3.天日乾燥 1.Ａ指定処分
4.その他（具体的に記入） 4.その他（具体的に記入） （発注時に指定されたもの） 1.他の工事現場（内陸：公共、民間を含む） 6.海面処分場 現場外搬出量(4)のうち、搬出先の種類

2.Ｂ指定処分（もしくは準指定処分） 2.再資源化施設（土質改良プラントを含む） 7.内陸処分場（建設発生土受入地を含む） （コード*13）が1.～5.の合計
（発注時には指定されていないが、 3.有償売却（工事請負会社が建設副産物を売却し、 8.建設発生土ストックヤード（再利用されない場合）
発注後に設計変更し指定処分とされたもの） 代金を得た場合） 9.中間処理施設（焼却施設、処分のための中間

3.自由処分 4.建設発生土ストックヤード（他工事で再利用される場合） 処理施設に限る）
5.海面埋立事業（海岸、海浜事業含む） 10．その他（具体的に記入）

00
0

注2:再生資源利用促進量について

３ヶ所目

再　生　資　源　利　用　促　進 最　終　処　分　場　・　そ　の　他

建設混合廃棄物 ２ヶ所目
0

３ヶ所目

１ヶ所目

２ヶ所目

３ヶ所目

建 設 汚 泥 ２ヶ所目

３ヶ所目

２ヶ所目

２ヶ所目

１ヶ所目

１ヶ所目

建設発生木材 ２ヶ所目

１ヶ所目

0

３ヶ所目

アスファルト・
コンクリート塊

１ヶ所目

２ヶ所目

３ヶ所目

0

泥　土

0

0

0

コンクリート塊

合　計

３ヶ所目

生 第　四　種 １ヶ所目

建設発生土

土 ３ヶ所目

第　三　種 １ヶ所目

発 建設発生土 ２ヶ所目

建 第　二　種 １ヶ所目

建設発生土 ２ヶ所目

設 ３ヶ所目

第　一　種 １ヶ所目

建設発生土 ２ヶ所目

(3)減量化量
施工条件の

利用促進量内容

搬　出　先　名　称 搬　出　先　場　所 うち現場内 (5)再生資源

うち現場内
改良分 ｺｰﾄﾞ＊12 *4 ×100

場外搬出時 住所コード（掘削等） 用途
(2)利用量

減量法
の性状

=(2)+(3)+(4)
どちらかに印を付けてくだ
さい

再生資源利用

促　進　率

改良分

(4)現場外搬出量

(1)

0

0

0

１ヶ所目

発注担当者チェック欄

請 負 会 社 名 記入年月日

発 注 機 関 名
担当者

TEL ( ) )
会 社 所 在 地

TEL
FAX

工事責任者

( ) 調査票記入者

(

工　事　名
最終工事

－ 請負金額 ,000,000

階　数
地上

建 築 面 積
地下

階

工事施工場所 工　期
自

階
至 延 床 面 積

工 事 概 要 等

指 定 副 産 物
(1)発生量

現場内利用・減量
の　種　類 現　場　内　利　用 減　量　化

現　場　外　搬　出　に　つ　い　て

使　途

0

0

0

0

施工条件の内容

区分

構　造

運搬距離

３ヶ所目

都 道

府 県

鉄筋コンクリート造 鉄骨造

コンクリートブロック造 木造 その他

居住専用 居住産業併用 事務所

店舗 工場、作業所 倉庫

学校 病院診療所 その他

鉄骨鉄筋コンクリート造

市 区

町 村

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

 

様式第115号 再生資源利用促進計画書（実施書）　－建設副産物搬出工事用－
建築工事において、解体と新築工事を一体的に施工する場合は、解体分と
新築分の数量を区分し、それぞれ「様式8」を作成して下さい。

1.工事概要
請負者コード＊2

発注機関コード＊1

100万円未満四捨五入
工事種別コード*3 単位：千億まで

円 （税込み） 建築・解体工事のみ 単位：百万まで

右欄に記入して下さい
住所コード*4 m2

m
2

（　　に印をつける）

（　　に印をつける）

尚、解体工事については、建築面積は御記入いただかなくても結構です。

2.建設副産物搬出実績 現場内利用の欄には、発生量（掘削等）のうち、現場内で利用したものについて御記入ください。 コード*14（コード*13で「7.内陸処分場」を選択した場合のみ記入）

注） 再資源化施設、最終処分場は、指定副産物の種類ごとに３ヶ所まで記入できます。 1.山砂利等採取跡地 2.処分場の覆土 3.池沼等の水面埋立 4.谷地埋立 5.農地受入 6.その他
４ヶ所以上にわたる場合は、用紙を換えて記入してください。

搬出先 受入地
の種類 の用途

ｺｰﾄﾞ ｺｰﾄﾞ 3ヶ所まで記入できます。4ヶ所以上に ｺｰﾄﾞ ｺｰﾄﾞ (2)＋(5)
*10 *11 わたる時は、用紙を換えて下さい。 単位：千まで *13 *14 単位：百万まで （注２）

km 地山m3 地山m3

km 地山m3 地山m3

地山m3 地山m3 地山m3 km 地山m3 地山m3 地山m3 ％

km 地山m
3

地山m
3

km 地山m
3

地山m
3

地山m
3

地山m
3

地山m
3 km 地山m

3
地山m

3
地山m

3 ％

km 地山m3 地山m3

km 地山m3 地山m3

地山m
3

地山m
3

地山m
3 km 地山m

3
地山m

3
地山m

3 ％

km 地山m
3

地山m
3

km 地山m
3

地山m
3

地山m3 地山m3 地山m3 km 地山m3 地山m3 地山m3 ％

km 地山m3 地山m3

（河川、湖沼 km 地山m
3

地山m
3

等の浚渫土） 地山m
3

地山m
3

地山m
3 km 地山m

3
地山m

3
地山m

3 ％

地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン km トン トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン km トン トン トン ％

km トン

km トン

トン トン km トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン トン km トン トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン トン km トン トン トン ％

コード*10 コード*11 コード*12 コード*13（詳細は「表－４」参照のこと）
1.路盤材 2.裏込材 1.焼却 2.脱水 施工条件について
3.埋戻し材 3.天日乾燥 1.Ａ指定処分
4.その他（具体的に記入） 4.その他（具体的に記入） （発注時に指定されたもの） 1.他の工事現場（内陸：公共、民間を含む） 6.海面処分場 現場外搬出量(4)のうち、搬出先の種類

2.Ｂ指定処分（もしくは準指定処分） 2.再資源化施設（土質改良プラントを含む） 7.内陸処分場（建設発生土受入地を含む） （コード*13）が1.～5.の合計
（発注時には指定されていないが、 3.有償売却（工事請負会社が建設副産物を売却し、 8.建設発生土ストックヤード（再利用されない場合）
発注後に設計変更し指定処分とされたもの） 代金を得た場合） 9.中間処理施設（焼却施設、処分のための中間

3.自由処分 4.建設発生土ストックヤード（他工事で再利用される場合） 処理施設に限る）
5.海面埋立事業（海岸、海浜事業含む） 10．その他（具体的に記入）

00
0

注2:再生資源利用促進量について

３ヶ所目

再　生　資　源　利　用　促　進 最　終　処　分　場　・　そ　の　他

建設混合廃棄物 ２ヶ所目
0

３ヶ所目

１ヶ所目

２ヶ所目

３ヶ所目

建 設 汚 泥 ２ヶ所目

３ヶ所目

２ヶ所目

２ヶ所目

１ヶ所目

１ヶ所目

建設発生木材 ２ヶ所目

１ヶ所目

0

３ヶ所目

アスファルト・
コンクリート塊

１ヶ所目

２ヶ所目

３ヶ所目

0

泥　土

0

0

0

コンクリート塊

合　計

３ヶ所目

生 第　四　種 １ヶ所目

建設発生土

土 ３ヶ所目

第　三　種 １ヶ所目

発 建設発生土 ２ヶ所目

建 第　二　種 １ヶ所目

建設発生土 ２ヶ所目

設 ３ヶ所目

第　一　種 １ヶ所目

建設発生土 ２ヶ所目

(3)減量化量
施工条件の

利用促進量内容

搬　出　先　名　称 搬　出　先　場　所 うち現場内 (5)再生資源

うち現場内
改良分 ｺｰﾄﾞ＊12 *4 ×100

場外搬出時 住所コード（掘削等） 用途
(2)利用量

減量法
の性状

=(2)+(3)+(4)
どちらかに印を付けてくだ
さい

再生資源利用

促　進　率

改良分

(4)現場外搬出量

(1)

0

0

0

１ヶ所目

発注担当者チェック欄

請 負 会 社 名 記入年月日

発 注 機 関 名
担当者

TEL ( ) )
会 社 所 在 地

TEL
FAX

工事責任者

( ) 調査票記入者

(

工　事　名
最終工事

－ 請負金額 ,000,000

階　数
地上

建 築 面 積
地下

階

工事施工場所 工　期
自

階
至 延 床 面 積

工 事 概 要 等

指 定 副 産 物
(1)発生量

現場内利用・減量
の　種　類 現　場　内　利　用 減　量　化

現　場　外　搬　出　に　つ　い　て

使　途

0

0

0

0

施工条件の内容

区分

構　造

運搬距離

３ヶ所目

都 道

府 県

鉄筋コンクリート造 鉄骨造

コンクリートブロック造 木造 その他

居住専用 居住産業併用 事務所

店舗 工場、作業所 倉庫

学校 病院診療所 その他

鉄骨鉄筋コンクリート造

市 区

町 村

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

 

 



Ｎｏ．１１ 工事着手前・契約関係書類 施工計画書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない 
※規定様式は定めていない 

（共通仕様書（Ⅲ） 参考資料 16．施工計画書作成例（参考）を参照） 

 



Ｎｏ．１２ 工事着手前・契約関係書類 ISO9001 品質計画書 ④標準化対象外（県に制度なし） 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない ※制度を定めていない 

 



Ｎｏ．１３ 工事着手前・契約関係書類 
設計図書の照査確認資料 

（契約書大 18 条に該当する事実があった場合） 
①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない ※規定様式は定めていない 

 



Ｎｏ．１４ 工事着手前・契約関係書類 
工事測量成果表 

（仮 BM 及び多角点の設置） 
①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない ※規定様式は定めていない 

 



Ｎｏ．１５ 工事着手前・契約関係書類 
工事測量結果（設計図書との照合） 

（設計図書と差異と一致） 
①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない ※規定様式は定めていない 

 



Ｎｏ．１６ 工事着手前・契約関係書類 施工体制台帳 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式8－(1)
《参　考》 年月日：

自

至

有　　無
外国人技能実習生の
従事の状況（有無）

外国人建設就労者の
従事の状況（有無）

有　　無

健康保険
等の加入

状況

資格内容

事業所
整理記号

等

厚生年金保険健康保険営業所の名称区　分

加入　　未加入
適用除外

保険加入
の有無

雇用保険厚生年金保険健康保険

施工体制台帳　様式例-1

施　工　体　制　台　帳

[ 会 社 名 ]

許可（更新）年月日許可業種 許可番号

[事業所名]

第 号

建設業の
許　可

号 年　　月　　日　

年　　月　　日　
工事業

発注者名
及　び
住　所

〒

工事業
第

大臣　特定

知事　一般

工事名称
及　び

工事内容

年　　月　　日　
契約日 年　　　月　　　日　

年　　月　　日　
工　期

住　　　所

元請契約

下請契約

監理技術者名
主任技術者名

専任
非専任

契　約
営業所

区分 名　　　称

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

権限及び意見
申出方法

監督員名

現　場
代理人名

権限及び意見
申出方法

雇用保険

下請契約

元請契約

専　門
技術者名

専　門
技術者名

発注者の
監督員名

権限及び意見
申出方法

資格内容

担　当
工事内容

担　当
工事内容

大臣　特定

知事　一般

資格内容

 

様式第32-1号 年 月 日
《参　考》

　

　

施工体制台帳

［ 会 社 名 ］

［事業所名］

建 設 業 の
許 可

許　可　業　種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

工事業
大臣　特定

        第　　　　号 　　年　　月　　日
知事　一般

知事　一般

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

発 注 者 名
及 び
住 所

工事業
大臣　特定

        第　　　　号 　　年　　月　　日

工 期
自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日
契 約 日 年　　　月　　　日　

下請契約

契 約
営 業 所

区 分 名　　　　　　　　　称 住　　　　　　　　　所

元請契約

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

事業所
整理記号等

区分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

下請契約

元請契約

監 督 員 名
権限及び意見
申 出 方 法

発 注 者 の
監 督 員 名

権限及び意見
申 出 方 法

現 場
代 理 人 名

権限及び意見
申 出 方 法

監理技術者名
主任技術者名

専　任
非専任

資 格 内 容

専 門
技 術 者 名

専 門
技 術 者 名

資 格 内 容 資 格 内 容

担 当
工 事 内 容

担 当
工 事 内 容

外国人建設就労者の
従事の状況(有無)

有　　無
外国人技能実習生の
従事の状況(有無)

有　　無
 

 



Ｎｏ．１６ 工事着手前・契約関係書類 施工体制台帳 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式8－(2)
《参　考》

<<下請負人に関する事項>>

－ － )

自

至

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

現場代理人名

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

事業所
整理記号等

営業所の名称

施工体制台帳　様式例-2

会社名 代表者名

安全衛生責任者名

住　　所
電話番号

〒

（TEL

健康保険
等の加入
状況

年　　月　　日　

工事名称
及び

工事内容

工　期
年　　月　　日　

契約日 年　　　月　　　日　
年　　月　　日　

施工に必要な許可業種 許可番号

第

第

年　　月　　日　

号

許可（更新）年月日

※主任技術者名
専　任
非専任

雇用管理責任者名

権限及び
意見申出方法

工事業建設業の
許　可

※専門技術者名

資 格 内 容

工事業
号

大臣　特定

資 格 内 容

知事　一般

大臣　特定

知事　一般

担当工事内容

安全衛生推進者名

外国人建設就労者の
従事の状況（有無）

有　　無
外国人技能実習生の
従事の状況（有無）

有　　無
 

様式第32-2号
《参　考》

　

住 所

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

《下請負人に関する事項》

会 社 名 代 表 者 名

契 約 日 年　　　月　　　日　

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

工 期
自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日

　　年　　月　　日
知事　一般

大臣　特定
        第　　　　号 　　年　　月　　日

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険

工事業
大臣　特定

        第　　　　号

厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

知事　一般
工事業

雇用保険

権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名

現場代理人名 安全衛生責任者名

専門技術者名

資格内容

主任技術者名
専　任
非専任

雇用管理責任者名

資格内容

外国人建設就労者の
従事の状況(有無)

有　　無
外国人技能実習生の
従事の状況(有無)

有　　無

担当工事内容

 

 



Ｎｏ．１７ 工事着手前・契約関係書類 施行体系図 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式8－(5)
《参　考》

自

至

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

年 　月 　日～　　年 　月 　日

年 　月 　日～　　年 　月 　日 年 　月 　日～　　年 　月 　日 年 　月 　日～　　年 　月 　日 年 　月 　日～　　年 　月 　日

会　社　名

工 事 内 容工 事 内 容

工 事 名 称 年　　月　　日　

（注）一次下請負人となる警備会社については、商号又は名称、
　　現場責任者名、工期を記入する。

年 　月 　日～　　年 　月 　日

年 　月 　日～　　年 　月 　日

元 請 名 会　社　名

施工体制台帳　様式例-5

工事作業所災害防止協議会兼施工体系図
発 注 者 名

工期
年　　月　　日　

監 督 員 名 工 事 内 容 工 事 内 容 工 事 内 容

会　社　名

監理技術者名
主任技術者名

安全衛生責任者

会　社　名会　社　名

担当工事内容 専門技術者

工 事 内 容

専門技術者名 主任技術者 主任技術者

担当工事
内容

専門技術者

専門技術者名
担当工事

内容
担当工事

内容
担当工事

内容

安全衛生責任者

主任技術者

安全衛生責任者 安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者 専門技術者

担当工事内容 元方安全衛生管理者 工期

工 事 内 容
会　　　長

統括安全衛生責任者 会　社　名

副　会　長

工期 工期年 　月 　日～　　年 　月 　日 年 　月 　日～　　年 　月 　日

主任技術者

書　　　記 安全衛生責任者

年 　月 　日～　　年 　月 　日

専門技術者

安全衛生責任者

工期

専門技術者

安全衛生責任者

主任技術者 主任技術者

工 事 内 容工 事 内 容

専門技術者

会　社　名

安全衛生責任者

会　社　名会　社　名

担当工事
内容

専門技術者

工 事 内 容

主任技術者

担当工事
内容

年 　月 　日～　　年 　月 　日 年 　月 　日～　　年 　月 　日

担当工事
内容

担当工事
内容

工期工期 工期

会　社　名

工 事 内 容工 事 内 容 工 事 内 容

工期年 　月 　日～　　年 　月 　日

主任技術者

会　社　名 会　社　名

主任技術者 主任技術者

工 事 内 容

安全衛生責任者 安全衛生責任者

専門技術者 専門技術者 専門技術者

担当工事
内容

担当工事
内容

担当工事
内容

工期

主任技術者

担当工事
内容

年 　月 　日～　　年 　月 　日年 　月 　日～　　年 　月 　日年 　月 　日～　　年 　月 　日

専門技術者

安全衛生責任者 安全衛生責任者

会　社　名

工期 工期 工期

安全衛生責任者安全衛生責任者 安全衛生責任者

工 事 内 容

会　社　名会　社　名

工期工期 工期 工期

担当工事
内容

担当工事
内容

担当工事
内容

担当工事
内容

専門技術者

会　社　名

工 事 内 容

専門技術者 専門技術者 専門技術者

主任技術者 主任技術者 主任技術者 主任技術者

安全衛生責任者

 

様式第32-5号
《参　考》

自

至

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

会　社　名

担当工事
内容

会　社　名

主任技術者

専門技術者

工事作業所災害防止協議会兼施工体系図

主任技術者

担当工事
内容

専門技術者

工 事 内 容 工 事 内 容

専門技術者

工 事 内 容

会　社　名

工 事 内 容

主任技術者

工 事 内 容

会　社　名

専門技術者

主任技術者

工期

安全衛生責任者

年　月　日～　年　月　日

担当工事
内容

会　社　名

工 事 内 容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

担当工事
内容

工期 年　月　日～　年　月　日

工 事 内 容

安全衛生責任者

専門技術者

工期

担当工事
内容

会　社　名

主任技術者

工期

担当工事
内容

会　社　名

工 事 内 容

主任技術者

安全衛生責任者

年　月　日～　年　月　日

会　社　名

主任技術者

専門技術者

年　月　日～　年　月　日

工 事 内 容

工期

専門技術者

工期

専門技術者

工 事 内 容

安全衛生責任者

工期

安全衛生責任者

工期

専門技術者

安全衛生責任者

担当工事
内容

発 注 者 名

工 事 名 称

副　会　長

統括安全衛生責任者

専門技術者名

専門技術者名

担当工事内容

担当工事内容

元 請 名

監 督 員 名

監理技術者名・主任技術者名

担当工事
内容

工期

担当工事
内容

会　　　長

担当工事
内容

安全衛生責任者

会　社　名

工 事 内 容

安全衛生責任者

専門技術者

工期

工期

安全衛生責任者

工期

担当工事
内容

主任技術者

主任技術者

会　社　名

工 事 内 容

会　社　名

工 事 内 容

専門技術者

専門技術者

工期

主任技術者

安全衛生責任者

主任技術者

年　月　日～　年　月　日

会　社　名

工 事 内 容

工期 年　月　日～　年　月　日

書　　記

会　社　名

主任技術者

年　月　日～　年　月　日

工期

安全衛生責任者

担当工事
内容

主任技術者

工期

会　社　名

主任技術者

専門技術者

年　　月　　日

年　　月　　日

工 事 内 容

元方安全衛生管理者 年　月　日～　年　月　日 年　月　日～　年　月　日

工 事 内 容

安全衛生責任者 安全衛生責任者

会　社　名

年　月　日～　年　月　日

年　月　日～　年　月　日

年　月　日～　年　月　日

年　月　日～　年　月　日

年　月　日～　年　月　日

年　月　日～　年　月　日

担当工事
内容

担当工事
内容

担当工事
内容

年　月　日～　年　月　日

安全衛生責任者

専門技術者

担当工事
内容

工期

主任技術者

専門技術者

会　社　名

安全衛生責任者

 

 



Ｎｏ．１７ 工事着手前・契約関係書類 施行体系図 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式8－(6)
≪ 参　　考 ≫

工事担当技術者台帳

元請会社名
監理技術者名・主任技術者名

生年月日

【注意事項】

※ 添付する写真は、
縦　　3ｃｍ
横　　2.5ｃｍ
程度の大きさとし、
顔が判別できるものとする。

※ 番号は、施工体系図の番号
とする。

※ 本様式は、２部作成し、
１部保管し、１部提出する。
ただし、カラーコピーもしくは
デジタルカメラ写真を印刷し
たものを提出してもよい。

施工体制台帳　様式例‐6（工事担当技術者）

会社名 会社名 会社名

生年月日 生年月日

会社名
主任技術者名主任技術者名主任技術者名 主任技術者名

生年月日
・ ・ ・

生年月日
・

【写真添付欄】
【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】

会社名
主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名
会社名 会社名 会社名

生年月日 生年月日 生年月日

【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】

生年月日
・ ・ ・ ・

会社名 会社名 会社名 会社名
主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名

【写真添付欄】

生年月日
・ ・ ・ ・

生年月日 生年月日 生年月日

【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】

専任 非専任 専任 非専任 専任 非専任 専任 非専任

専任 非専任 専任 非専任 専任 非専任 専任 非専任

専任 非専任 専任 非専任 専任 非専任 専任 非専任

 

様式第32-6号
≪ 参　　考 ≫

工事担当技術者台帳

元請会社名
監理技術者名

生年月日

【注意事項】

※ 添付する写真は、
縦　　3ｃｍ

横　　2.5ｃｍ
程度の大きさとし、
顔が判別できるものとする。

※ 番号は、施工体系図の番号
とする。

※ 本様式は、２部作成し、
１部保管し、１部提出する。

ただし、カラーコピーもしくは
デジタルカメラ写真を印刷し
たものを提出してもよい。

【写真添付欄】 【写真添付欄】

【写真添付欄】 【写真添付欄】

主任技術者名

生年月日
専任　・　非専任

会社名

【写真添付欄】
【写真添付欄】 【写真添付欄】

会社名
主任技術者名

生年月日
専任　・　非専任

会社名
主任技術者名

生年月日

専任　・　非専任専任　・　非専任

主任技術者名

【写真添付欄】

専任　・　非専任

会社名

専任　・　非専任

生年月日

会社名

【写真添付欄】

会社名
主任技術者名

生年月日

【写真添付欄】

専任　・　非専任

会社名
主任技術者名

主任技術者名

【写真添付欄】

生年月日 生年月日
専任　・　非専任

会社名
主任技術者名

生年月日

生年月日

会社名

専任　・　非専任

【写真添付欄】

主任技術者名

主任技術者名

生年月日

会社名

専任　・　非専任

主任技術者名

生年月日生年月日

【写真添付欄】

専任　・　非専任

主任技術者名

専任　・　非専任

会社名

会社名

 

 



Ｎｏ．１８ 施工中（工事書類） 工事打合せ簿 （指示） ③標準化が困難 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－９

（ ）

（内容）

・

□協議

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者

処
理 □その他

年月日：

□協議

回
答 □その他

年月日：

□提出 □受理 します。

受
注
者

上記について □承諾 □報告

□提出

添付図 葉、その他添付図書

します。□受理上記について □指示 □承諾

発
注
者

発議事項
　□指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名

工 事 打 合 せ 簿

発議者 □発注者 □受注者 発議年月日

 

様式第43号

工　事　打　合　簿

工 事 名

発 議 者 □発注者　　□受注者 発議年月日 平成　　年　　月　　日

発議事項

　　□指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□提出　　　□報告

　　□その他（　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　）

について　　　　　　

添付図 葉、その他添付図書

回 答 者 □発注者　　□受注者 回答年月日 平成　　年　　月　　日

回答事項

　　□指示　　　　□承諾　　　　□協議　　　　□通知　　　　□受理　　　　

　　□了解　　　　□提出　　　　□報告　　　　□届出

　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

添付図 葉、その他添付図書

総括監督員 主任監督員 監督員 現場代理人
主任（監理）
技　術　者

 

 



Ｎｏ．１９ 施工中（工事書類） 工事打合せ簿 （協議） ③標準化が困難 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－９

（ ）

（内容）

・

□協議

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者

処
理 □その他

年月日：

□協議

回
答 □その他

年月日：

□提出 □受理 します。

受
注
者

上記について □承諾 □報告

□提出

添付図 葉、その他添付図書

します。□受理上記について □指示 □承諾

発
注
者

発議事項
　□指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名

工 事 打 合 せ 簿

発議者 □発注者 □受注者 発議年月日

 

様式第43号

工　事　打　合　簿

工 事 名

発 議 者 □発注者　　□受注者 発議年月日 平成　　年　　月　　日

発議事項

　　□指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□提出　　　□報告

　　□その他（　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　）

について　　　　　　

添付図 葉、その他添付図書

回 答 者 □発注者　　□受注者 回答年月日 平成　　年　　月　　日

回答事項

　　□指示　　　　□承諾　　　　□協議　　　　□通知　　　　□受理　　　　

　　□了解　　　　□提出　　　　□報告　　　　□届出

　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

添付図 葉、その他添付図書

総括監督員 主任監督員 監督員 現場代理人
主任（監理）
技　術　者

 

 



Ｎｏ．２０ 施工中（工事書類） 工事打合せ簿 （承諾） ③標準化が困難 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－９

（ ）

（内容）

・

□協議

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者

処
理 □その他

年月日：

□協議

回
答 □その他

年月日：

□提出 □受理 します。

受
注
者

上記について □承諾 □報告

□提出

添付図 葉、その他添付図書

します。□受理上記について □指示 □承諾

発
注
者

発議事項
　□指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名

工 事 打 合 せ 簿

発議者 □発注者 □受注者 発議年月日

 

様式第43号

工　事　打　合　簿

工 事 名

発 議 者 □発注者　　□受注者 発議年月日 平成　　年　　月　　日

発議事項

　　□指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□提出　　　□報告

　　□その他（　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　）

について　　　　　　

添付図 葉、その他添付図書

回 答 者 □発注者　　□受注者 回答年月日 平成　　年　　月　　日

回答事項

　　□指示　　　　□承諾　　　　□協議　　　　□通知　　　　□受理　　　　

　　□了解　　　　□提出　　　　□報告　　　　□届出

　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

添付図 葉、その他添付図書

総括監督員 主任監督員 監督員 現場代理人
主任（監理）
技　術　者

 
 



Ｎｏ．２１ 施工中（工事書類） 工事打合せ簿 （提出） ③標準化が困難 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－９

（ ）

（内容）

・

□協議

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者

処
理 □その他

年月日：

□協議

回
答 □その他

年月日：

□提出 □受理 します。

受
注
者

上記について □承諾 □報告

□提出

添付図 葉、その他添付図書

します。□受理上記について □指示 □承諾

発
注
者

発議事項
　□指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名

工 事 打 合 せ 簿

発議者 □発注者 □受注者 発議年月日

 

様式第43号

工　事　打　合　簿

工 事 名

発 議 者 □発注者　　□受注者 発議年月日 平成　　年　　月　　日

発議事項

　　□指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□提出　　　□報告

　　□その他（　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　）

について　　　　　　

添付図 葉、その他添付図書

回 答 者 □発注者　　□受注者 回答年月日 平成　　年　　月　　日

回答事項

　　□指示　　　　□承諾　　　　□協議　　　　□通知　　　　□受理　　　　

　　□了解　　　　□提出　　　　□報告　　　　□届出

　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

添付図 葉、その他添付図書

総括監督員 主任監督員 監督員 現場代理人
主任（監理）
技　術　者

 

 



Ｎｏ．２２ 施工中（工事書類） 工事打合せ簿 （報告） ③標準化が困難 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－９

（ ）

（内容）

・

□協議

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者

処
理 □その他

年月日：

□協議

回
答 □その他

年月日：

□提出 □受理 します。

受
注
者

上記について □承諾 □報告

□提出

添付図 葉、その他添付図書

します。□受理上記について □指示 □承諾

発
注
者

発議事項
　□指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名

工 事 打 合 せ 簿

発議者 □発注者 □受注者 発議年月日

 

様式第43号

工　事　打　合　簿

工 事 名

発 議 者 □発注者　　□受注者 発議年月日 平成　　年　　月　　日

発議事項

　　□指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□提出　　　□報告

　　□その他（　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　）

について　　　　　　

添付図 葉、その他添付図書

回 答 者 □発注者　　□受注者 回答年月日 平成　　年　　月　　日

回答事項

　　□指示　　　　□承諾　　　　□協議　　　　□通知　　　　□受理　　　　

　　□了解　　　　□提出　　　　□報告　　　　□届出

　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

添付図 葉、その他添付図書

総括監督員 主任監督員 監督員 現場代理人
主任（監理）
技　術　者

 

 



Ｎｏ．２３ 施工中（工事書類） 工事打合せ簿 （通知） ③標準化が困難 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－９

（ ）

（内容）

・

□協議

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者

処
理 □その他

年月日：

□協議

回
答 □その他

年月日：

□提出 □受理 します。

受
注
者

上記について □承諾 □報告

□提出

添付図 葉、その他添付図書

します。□受理上記について □指示 □承諾

発
注
者

発議事項
　□指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名

工 事 打 合 せ 簿

発議者 □発注者 □受注者 発議年月日

 

様式第43号

工　事　打　合　簿

工 事 名

発 議 者 □発注者　　□受注者 発議年月日 平成　　年　　月　　日

発議事項

　　□指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□提出　　　□報告

　　□その他（　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　）

について　　　　　　

添付図 葉、その他添付図書

回 答 者 □発注者　　□受注者 回答年月日 平成　　年　　月　　日

回答事項

　　□指示　　　　□承諾　　　　□協議　　　　□通知　　　　□受理　　　　

　　□了解　　　　□提出　　　　□報告　　　　□届出

　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

添付図 葉、その他添付図書

総括監督員 主任監督員 監督員 現場代理人
主任（監理）
技　術　者

 

 



Ｎｏ．２４ 施工中（工事書類） 
関係機関協議資料 

（許可後の資料） 
①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない ※規定様式は定めていない 

 



Ｎｏ．２５ 施工中（工事書類） 近隣協議資料 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない ※規定様式は定めていない 

 



Ｎｏ．２６ 施工中（工事書類） 材料確認願（指定材料） ③標準化が困難 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－１０

年月日：

標記工事について、下記の材料について確認されたく提出します。

現　場
代理人

主　任
（監　理）

技術者

主　任
監督員 監督員

材　料　確　認　書

工事名

記

材料名 品質規格 単位 搬入数量
確　　認　　欄

備考
確認年月日 確認方法 合格数量 確認印

 

様式第８号 

                                      年  月  日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                          受注者  住所 

                               氏名           印 

 

材 料 確 認 願 
     年  月  日付けで工事請負契約を締結した下記工事について、契約書別記第１３条に基づき、工事

材料の検査を請求します。 

記 

 

 工 事 名 工事    

工 事 場 所  

 

工事材料内訳 

 

材料名 品質規格 単位 搬入数量 
確   認   欄 

備  考 

 

確認年月日 確認方法 合格数量 確認印 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 
 

 



Ｎｏ．２７ 施工中（工事書類） 材料納入伝票 ④標準化対象外（県に制度なし） 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない 
※制度を定めていない 

（覆工コンクリートについては監督職員に納入伝票の写しを提出すること） 
（その他の伝票については、監督職員より指示があった場合に提示すること） 

 



Ｎｏ．２８ 施工中（工事書類） 段階確認書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－１１

年月日：

条に基づき、下記のとおり施工段階の予定時期を報告いたします。

印

年月日：

監督職員名：

年月日：

上記について、段階確認を実施し確認した。

監督職員名： 印

工事名
受注者名：

現場代理人名等：

段　階　確　認　書

施　工　予　定　表

特記仕様書第

種　　　別 細　　　別 確認時期項目 施工予定時期 記　　　事

確 認 細 別 確認時期項目 確認時期予定日 確認実施日等

通　　知　　書

下記種別について、段階確認を行う予定であるので通知します。

確 認 種 別

確　　認　　書

 

様式第42号

に基づき、下記のとおり施工段階の予定時期を報告いたします。

印

監督職員：

上記について、段階確認を実施し確認した。

監督職員： 印

段　階　確　認　書

施　工　予　定　表

平成　　年　　月　　日

受注者：
現場代理人：

工事名

共通仕様書3-1-1-6
または

共通仕様書11-1-1-2

記　　　事種　　　別 細　　　別 確認時期項目 施工予定時期

　　下記種別について、段階確認を行う予定であるので通知する。

平成　　年　　月　　日

通　　知　　書

確 認 種 別 確 認 細 別 確認時期項目 確認時期予定日 確認実施日等

平成　　年　　月　　日

確　　認　　書

 
 



Ｎｏ．２９ 施工中（工事書類） 確認・立会依頼書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－１２

確認 ・ 立会依頼書

確認 ・ 立会事項

年月日：

下記について　　確　認　・　立　会　　されたく提出します。

記

記　　　　　事

確 認 立 会 員

実　施　日　時 時

希 望 日 時 時

場　　　　所

資　　　　料

工事名

工　　　　種

監督員 監督員 代理人 技術者

主　任 現　場 主　任

（監理）

 

様式第44号

確認 ・ 立会依頼書

確認 ・ 立会事項

下記について　　確　認　・　立　会　　されたく提出します。

記

（監理）

主　任 現　場 主　任

監督員 監督員 代理人 技術者

平成　年　月　日工事名

工　　　　種

希 望 日 時 時平成　　年　　月　　日

場　　　　所

資　　　　料

確 認 立 会 員

平成　年　月　日実　施　日　時

記　　　　　事

時

 

 



Ｎｏ．３０ 施工中（工事書類） 休日・夜間作業届 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない ※規定様式は定めていない 

 



Ｎｏ．３１ 施工中（工事書類） 安全教育訓練実施資料 ③標準化が困難 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない 

 別 紙  

安  全 ・ 訓  練  状  況  報  告  書 

月 日 時 間 場所名 参加人数 安全訓練の項目の○印 摘   要 

    
１・２・３・４・５・６ 

実施内容及び 
状況写真は、 
別紙による。     

１・２・３・４・５・６ 

    
１・２・３・４・５・６ 

 

    
１・２・３・４・５・６ 

 

    
１・２・３・４・５・６ 

 

    
１・２・３・４・５・６ 

 

    
１・２・３・４・５・６ 

 

    
１・２・３・４・５・６ 

 

    
１・２・３・４・５・６ 

 

    
１・２・３・４・５・６ 

 

    
１・２・３・４・５・６ 

 

    
１・２・３・４・５・６ 

 

    
１・２・３・４・５・６ 

 

※ 安全訓練の項目 
１．安全活動のビデオ等による安全教育 
２．本工事内容等の周知徹底 
３．土木工事安全施工技術指針等の周知徹底 
４．本工事における災害対策訓練 
５．本工事現場で予想される事故対策 
６．その他、安全・訓練等として必要な事項 

 



Ｎｏ．３２ 施工中（工事書類） 工事事故速報 ④標準化対象外（県に制度なし） 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－１３

事　　故　　速　　報　　（第　　報）

情報の通報者名 （受注者名、第三者名等）

平成　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分受信

発信者

事故発生月日 平成　  　　年　  　　月　  　　日（ 　 　）　  　 　時　    　　分

事故発生場所

工事名

平成      　年      　月　      日　から

工期 契約区分  本　官　　・　　分任官

平成　      年　      月　      日　まで

受注者名

氏　　名 年　齢 性　別 職　　種　 被害の程度　 備　　考（病院名等）

※事故の原因、経緯、処置等

※関係機関（労働基準監督署、警察署等）対応状況

　 ・被災者の装備、自然環境の状況（河川水位等）

   ・下請負人等の商号又は名称

 　・物的被害の場合は、規模、被害額等

　 ・連絡先等

※ ①この様式はＡ４で使用し、事故現場の平面図及び簡単な状況図を添付すること。

備

　

考

②工事事故発生確認後、直ちに電話により担当部署に連絡する。また、状況を把握でき次第、早急にメール又はＦＡＸで担当部

署に本様式により報告を行ものとし、更に詳細な状況が把握された段階で逐次報告するものとする。

事

 

故

 

の

 

概

 

要

事

故

の

内

訳

天候（温度）

受信者

 

※制度を定めていない 
（事故報告書の第１報扱いとしている） 

 



Ｎｏ．３３ 施工中（工事書類） 工事事故報告書 ③標準化が困難 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式-12（1）

年月日：

地方整備局

事務所長

殿

請負者名称

現場代理人氏名 印

　　　事　故　発　生　報　告　書

別紙、事故報告書のとおり事故が発生したので報告します。  

〔別紙〕 

   第 報・最 終                    平成  年  月 日 

                              午前・午後  時  分 
 
 岩手県知事（公所長） あて             
                               

現場代理人氏名        印             
 

事 故 発 生 状 況 報 告 書 
 

１ 発 生 日 時   平成  年  月  日  午前・午後  時  分頃 
２ 事故発生場所    
３ 工   事   名                         工事 
４ 受 注 者 名   

   
元請負人 

所在地  
会社名  
代表者      ℡        

   
   

下請負人 
所在地  
会社名  
代表者 ℡        

   （注）下請負人の欄は、下請負人が事故を起こした場合のみ記入のこと。 
 
５ 元 請 負 金 額              円 
６ 元  請  工  期  着 手  平成  年  月  日 
           完 成  平成  年  月  日 

 

 



Ｎｏ．３３ 施工中（工事書類） 工事事故報告書 ③標準化が困難 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式-12（2） （１／３）

平成 年度 事故報告書　　〔請負業者用〕

作成年月日：

●

●

（ ） 年

（ ） 年

（ ） 年

（ ） 年

（ ） 年

（ ） 年

（ ） 年

（ ） 年

（ ） 年

（ ） 年

（ ） 年

（ ） 年

（ ） 年

（ ） 年

（ ） 年

（ ） 年

）％ ）％ ）％ ）％

（ ) （ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ ) （ ) （ )年 （ )年 （ )年 （ )年

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

●当該作業に伴う
安全上の注意事
項の伝達内容
（事故当日）

元
請

計画（ 実績（

●工事名

事
　
故
　
発
　
生
　
状
　
況

社　　　　　名

大臣許可番号

●事故概要
（事故に至る経緯
と事故の状況）

●他の作業状況

●当該作業の指
示内容と指示方法
（事故当日）

2.物的要因（表-5～2）

3.管理的要因（表-5～3）

　●事故要因コード

　●当該作業の進渉度

●事故歴の有無と
その内容
2.有りの場合は内
容を記入してくださ
い。

●
事
故
の
要
因

　●工事全体の進渉度

被
　
　
害
　
　
の
　
　
状
　
　
況

危害を加える行為をした者

危害を受けた者

自らの行動で被災した者

危害を加える行為をした者

危害を受けた者

自らの行動で被災した者

●
事
故
の
背
景

●性別

●被災者氏名

●社員・季節

　労働者の別

●経験年数

（内容）

●所有資格

（注）事故を起こした業者の上の階層について記入してください。

●実務経験●資格登録№●氏　　　名
●業　　　務

●社　　名（注）
（表－１）

●事故発生年月日

●電話番号

資
　
　
格
　
　
者
　
　
名

下
請
け
第
2
次

元
請
け

下
請
け
第
1
次

その他

　　　　共通要因（図-6）

その他

その他

その他
1．人的要因
（表5～1）

下
請
け
第
3
次

計画（ 実績（

（内容） （内容） （内容）

その他

事故関係者毎にどれか

一つに印をつけ、さらに

男 女 男 女 男 女 男 女

社員

季節労働者

社員

季節労働者

社員

季節労働者

社員

季節労働者

無　し

有　り

無　し

有　り

無　し

有　り

無　し

有　り

A B C D

A B C D

A B C D

 
 
 

※SAS による報告のため様式の統一が難しい。 

７ 被 害 内 容（記入欄不足の場合は、適宜別紙に記すこと。） 
 
 
人的被害 

住  所 ℡        

氏 名 等                    男・女  才  
職 業 名  
就業先名                   ℡ 
職種名等 （勤務年数）  年 
負傷内容  
収 容 先                   ℡ 

 
 
物的被害 

物 件 名  
管理（所 
有）者名

及び住所 

 

                  ℡ 

使用者名 
及び 

住  所 

                   
男・女  才 

                  ℡ 

被害程度  
応急処置  

 
事 故 内 容 

（簡略に記入する） 

 
 
 
 

８ 事故概要と経過（別紙とし様式自由） 

９ 添付資料（現場状況写真、位置図、平面図、横断図、事故発生状況図、請負契約○写、 

 下請負契約書○写、下請調書○写、現場代理人等通知書○写、診断書○写、死傷病報告書○写、指名 

停止事由通報書、今後の安全措置状況、その他） 

未添付資料は「   」で消すこと。 

 

 



Ｎｏ．３４ 施工中（工事書類） 工事履行報告書 ③標準化が困難 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－１４

～

（ 月分）

（記事欄）

監督員
現　場
代理人

主　任
（監理）
技術者

主 任
監督員

備　　考

工　事　履　行　報　告　書

工事名

工期

日付

月　　別
予定工程　％

（　）は工程変更後
実施工程　％

 

様式第７号 

                                      年  月  日 

 岩手県知事（公所長） あて 

                           受注者 住所 

                               氏名           印 

 

工 事 履 行 報 告 書 

工 事 名                                工事 

工 事 場 所  

工   期         年   月   日 ～     年   月   日 

日   付         年   月   日 （     月分） 

月  別 
予 定 工 程  ％  

(   )は工程変更後 
実 施 工 程  ％  備     考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 （記事欄） 

 

 



Ｎｏ．３５ 施工中（工事書類） 材料品質証明資料 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない ※規定様式は定めていない 

 



Ｎｏ．３６ 施工中（契約関係書類） 認定請求書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－１５

年月日：

支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）
殿

（受注者） 印

認　　定　　請　　求　　書

工事請負契約書第34条第4項に基づき、下記工事の中間前金払の認定を請求します。

記

契　　約　　日

工　　事　　名

工　　　　　期 自

至

工  事  場  所

請 負 代 金 額 ￥

(注) 国庫債務負担行為に基づく契約の場合は請負代金額欄の下段に各年度の
出来高予定額を記入すること。
【記載例】

（出来高予定額） 平成○○年度 ￥　△△△

～ ～

平成□□年度 ￥　×××  

別紙１ 
 

認 定 請 求 書  
 

工 事 名  
 

工 事 場 所  

契 約 年 月 日       年   月   日 

工 期       年   月   日から     年   月   日まで 

請 負 代 金 額                 円 

摘 要 

 

 
 上記の工事について、中間前金払の支払を請求したいので、要件を具備していることを認定さ

れたく請求します。 
 
       年   月   日 
 
                受注者  住 所 
 
                     氏 名                印 
 
   岩手県知事（公所長） 殿 

 
 

 



Ｎｏ．３７ 施工中（契約関係書類） 請求書（中間前金払） ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－５(1)

年月日：

請求書 （ ）

支出官又は資金前渡官吏（官職氏名）
殿

請求者　（住所）

（氏名）

下記のとおり請求します。

請求金額 ￥

ただし、次の工事の( )として

工事名

契約日

契約金額 ￥

振込希望金融機関名 店

預金の種別

口座番号

口座名義

フリガナ

振込指定コード番号

(注)1．

2．

3．

（　　　）には前払金、中間前払金、部分払金、指定部分完済払金、
完成代金の別を記入すること。

部分払金を請求する場合は、請求内訳書（部分払の場合又は国債部分
払の場合）を添付すること。

指定部分完済払代金を請求する場合には、請求内訳書（指定部分払の
場合）を添付すること。

印

銀行 金庫

 

 

 様式第 20 号 

                                      年  月  日 

 

  岩手県知事（公所長） あて 

 

                          受注者  住所 

                               氏名           印 

 

請    求    書 
   

次のとおり請求します。 

 

 
請求金額                      円 （        ） 

 

工事名                              工 事 

工事場所  

請負代金額                               円 

 

 

 

  前金払    第３回  

 

  第１回    第４回  

  第２回     計  

 

 

  振込金融機関 名称             口座番号 普通・当座 

 

 

 （注） 請求金額欄の（ ）には、請求の別を前金払、部分払又は精算払と表示すること。 
 

 



Ｎｏ．３８ 施工中（契約関係書類） 指定部分完成通知書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－１６

年月日：

支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）
殿

（受注者）

下記工事の指定部分は、 をもって完成したので工事請負

契約書第31条第1項に基づき通知します。

工事名

工　期 自 至

請負代金額 ￥

指定部分工期 自 至

指定部分に対する請負代金額 ￥

(注) 国庫債務負担行為に基づく契約の場合は請負代金額欄の下段に各年度の
出来高予定額を記入すること。
【記載例】

（出来高予定額） 平成○○年度 ￥　△△△
～ ～

平成□□年度 ￥　×××

指　定　部　分　完　成　通　知　書

印

　年　　月　　日

記

 

様式第 23 号 

 

 

指 定 部 分 完 成 検 査 請 求 書 
 

                                     年  月  日 

 

  岩手県知事（公所長） あて 

 

                           受注者  住所 

                                氏名          印 

 

      年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、契約書別記第 38 条に基づき指定

部分の完成検査を請求します。 

 

記 

 

  １ 工   事   名                          工事 

  ２ 工 事 場 所         

  ３ 工      期       自          年   月   日 

                   至          年   月   日 

  ４ 請 負 代 金 額                             円 

  ５ 指定部分完成内訳       別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）１．本書は、指定部分の完成検査を請求する場合に使用すること。 

     ２．別紙「指定部分完成内訳書」を添付すること。 

 

 

【留意事項】 
契約書別記 第 31 条：検査及び引渡し 
契約書別記 第 38 条：部分引渡し 
 
※第 38 条において、指定した部分がある場合において、指

定部分の工事が完了したときについては、第 31 条中「工事」

を「指定部分に係る工事」と読み替えて、これらの規定を準

用するとしているため、問題はない。 



Ｎｏ．３９ 施工中（契約関係書類） 指定部分引渡書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－１７

年月日：

支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）
殿

（受注者）

下記工事の指定部分を工事請負契約書第38条第1項に基づき引渡します。

指　定　部　分　引　渡　書

印

工　　 事　　 名

指　定　部　分

全　体　工　期 自 至

請　負　代　金　額 ￥

指定部分に係る工期 自 至

指定部分に係る請負
代金額

￥

指定部分に係る検査
年月日

 

様式第 19 号 

 

引    渡    書 
 

                                  年   月   日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                         受注者  住所 

                              氏名            印 

 

 

 １ 工事名   

 

 ２ 工事場所 

 

    上記工事の目的物を本日引き渡します。 

    〔上記工事のうち、下記目的物を本日引き渡します。〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注） 〔  〕は一部完成の場合に記入する。 
 

 



Ｎｏ．４０ 施工中（契約関係書類） 請求書（指定部分完済払金） ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－５(1)

年月日：

請求書 （ ）

支出官又は資金前渡官吏（官職氏名）
殿

請求者　（住所）

（氏名）

下記のとおり請求します。

請求金額 ￥

ただし、次の工事の( )として

工事名

契約日

契約金額 ￥

振込希望金融機関名 店

預金の種別

口座番号

口座名義

フリガナ

振込指定コード番号

(注)1．

2．

3．

（　　　）には前払金、中間前払金、部分払金、指定部分完済払金、
完成代金の別を記入すること。

部分払金を請求する場合は、請求内訳書（部分払の場合又は国債部分
払の場合）を添付すること。

指定部分完済払代金を請求する場合には、請求内訳書（指定部分払の
場合）を添付すること。

印

銀行 金庫

 

 

 様式第 20 号 

                                      年  月  日 

 

  岩手県知事（公所長） あて 

 

                          受注者  住所 

                               氏名           印 

 

請    求    書 
   

次のとおり請求します。 

 

 
請求金額                      円 （        ） 

 

工事名                              工 事 

工事場所  

請負代金額                               円 

 

 

 

  前金払    第３回  

 

  第１回    第４回  

  第２回     計  

 

 

  振込金融機関 名称             口座番号 普通・当座 

 

 

 （注） 請求金額欄の（ ）には、請求の別を前金払、部分払又は精算払と表示すること。 
 

 



Ｎｏ．４１ 施工中（契約関係書類） 工事出来高報告書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－東（２）－１

工事名
工事出来高報告書

平成　　年　　月　　日 （既済部分検査用）

注： １．進捗率③（％）は、小数第１位（小数第２位切捨）とする。
２．工種等毎の出来高金額⑤は、１円単位とし、出来高算出金額の合計は、万円単位とする。（万円未満切捨）
３．直接工事費の合計の摘要欄には、出来高率（小数第１位（小数第２位切捨））を記載する。
４．必要に応じて工事出来高内訳書を添付する。
５．中間前金の出来高確認払いに用いる場合は、「既済部分検査用」の表示を消して使用するものとする。
６．総価契約、総価契約単価合意方式（ユニットプライス型積算方式等）の場合は、「細別」を「ユニット区分」に、
　「規格」を「プライス条件／プライス条件区分」に、「積算金額」を「ユニット単価合意書工種別金額」にそれぞれ
　書き換えて使用するものとする。 （A４版）

現
場
代
理
人

主
任
監
督
員

監
督
員

工事区分

数量②
進捗率

③=②/①×
100

出来高

工種
積算
金額
④

出来高
金額

⑤=③×④
種別 摘要

単
位

規格細別 合計
監督職員
指示での
変更数量

設計
数量
①

 

様式第 21-1 号 

別紙(1) 

工事出来高報告書（既済部分検査用） 

 

         年   月   日 

工 事 

区 分 

 

種 別 細 別 規 格 単 位 
契 約 高 

数 量 ① 

監督職員 

指示での 

変更数量 

計 数 量 

出 来 高 
積 算 

金 額 

④ 

出 来 高 

金 額 

⑤=③×④ 

摘 要工 種 

数 量 ② 

進 捗 率 

③=②/① 

  ×100 

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

注：１．進捗率③（％）は、小数第１位（小数第２位切捨）とする。 

２．工種等毎の出来高金額⑤は、１円単位とし、出来高金額の合計は、千円単位（千円未満切捨）とする。 

   ３．直接工事費の合計の摘要欄には、出来高率（少数第１位（小数第２位切捨））を記載する。 

４．必要に応じて出来高等の内訳書を添付するものとする。 

 



Ｎｏ．４２ 施工中（契約関係書類） 請負工事既済部分検査請求書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－１９

年月日：

支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）
殿

（受注者） 印

工事請負契約書第37条第2項により既済部分検査を請求します。

記

工　　　　事　　　　名

自

至

工　　　　　　　　　期

請 負 工 事 既 済 部 分 検 査 請 求 書

 

 様式第 21 号 

 

工 事 出 来 高 検 査 請 求 書 
 

                                     年  月  日 

 

  岩手県知事（公所長） あて 

 

                           受注者  住所 

                                氏名          印 

 

      年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、契約書別記第 37 条 

に基づき第   回出来高部分の検査を請求します。 

 

記 

 

  １ 工 事 名                              工事 

  ２ 工 事 場 所     

  ３ 工   期       自          年   月   日 

                至          年   月   日 

  ４ 請負代金額                           円 

  ５ 出来高等内訳      別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）１．本書は、部分払請求に係る出来形部分等の確認を請求する場合に使用すること。 

     ２．別紙「別紙(1)工事出来高報告書」及び「別紙(2)工事出来高内訳書」を添付すること。 
 

 



Ｎｏ．４３ 施工中（契約関係書類） 工事出来高報告書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－東（２）－１

工事名
工事出来高報告書

平成　　年　　月　　日 （既済部分検査用）

注： １．進捗率③（％）は、小数第１位（小数第２位切捨）とする。
２．工種等毎の出来高金額⑤は、１円単位とし、出来高算出金額の合計は、万円単位とする。（万円未満切捨）
３．直接工事費の合計の摘要欄には、出来高率（小数第１位（小数第２位切捨））を記載する。
４．必要に応じて工事出来高内訳書を添付する。
５．中間前金の出来高確認払いに用いる場合は、「既済部分検査用」の表示を消して使用するものとする。
６．総価契約、総価契約単価合意方式（ユニットプライス型積算方式等）の場合は、「細別」を「ユニット区分」に、
　「規格」を「プライス条件／プライス条件区分」に、「積算金額」を「ユニット単価合意書工種別金額」にそれぞれ
　書き換えて使用するものとする。 （A４版）
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①

 

様式第 21-1 号 

別紙(1) 

工事出来高報告書（既済部分検査用） 

 

         年   月   日 

工 事 

区 分 

 

種 別 細 別 規 格 単 位 
契 約 高 

数 量 ① 

監督職員 

指示での 

変更数量 

計 数 量 

出 来 高 
積 算 

金 額 

④ 

出 来 高 

金 額 

⑤=③×④ 

摘 要工 種 

数 量 ② 

進 捗 率 

③=②/① 

  ×100 

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

 
 

            

注：１．進捗率③（％）は、小数第１位（小数第２位切捨）とする。 

２．工種等毎の出来高金額⑤は、１円単位とし、出来高金額の合計は、千円単位（千円未満切捨）とする。 

   ３．直接工事費の合計の摘要欄には、出来高率（少数第１位（小数第２位切捨））を記載する。 

４．必要に応じて出来高等の内訳書を添付するものとする。 

 



Ｎｏ．４４ 施工中（契約関係書類） 請求書（部分払金） ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－５(1)

年月日：

請求書 （ ）

支出官又は資金前渡官吏（官職氏名）
殿

請求者　（住所）

（氏名）

下記のとおり請求します。

請求金額 ￥

ただし、次の工事の( )として

工事名

契約日

契約金額 ￥

振込希望金融機関名 店

預金の種別

口座番号

口座名義

フリガナ

振込指定コード番号

(注)1．

2．

3．

（　　　）には前払金、中間前払金、部分払金、指定部分完済払金、
完成代金の別を記入すること。

部分払金を請求する場合は、請求内訳書（部分払の場合又は国債部分
払の場合）を添付すること。

指定部分完済払代金を請求する場合には、請求内訳書（指定部分払の
場合）を添付すること。

印

銀行 金庫

 

 

 様式第 20 号 

                                      年  月  日 

 

  岩手県知事（公所長） あて 

 

                          受注者  住所 

                               氏名           印 

 

請    求    書 
   

次のとおり請求します。 

 

 
請求金額                      円 （        ） 

 

工事名                              工 事 

工事場所  

請負代金額                               円 

 

 

 

  前金払    第３回  

 

  第１回    第４回  

  第２回     計  

 

 

  振込金融機関 名称             口座番号 普通・当座 

 

 

 （注） 請求金額欄の（ ）には、請求の別を前金払、部分払又は精算払と表示すること。 
 

 



Ｎｏ．４５ 施工中（契約関係書類） 完成届（かし修補） ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－２１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

　支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（受注者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

 　　　　　 　　　修　補　完　了　届

　　　　　　　年　　　　月　　　　日の（　　　　）検査において、指示されました

　　　修補部分については、下記のとおり完了しましたのでお届けいたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　工  　事　　名

　　　契　　約　　額

　　　工  事  場　所

　　　契　　　　　約　　　　　　　　　　　　　年 　　　月 　　　日
　　
　　　期　　　　　限　　　　　　　　　　　　　年 　　　月 　　　日

　　　完　　　　　了　　　　　　　　　　　　　年 　　　月 　　　日

　　　修補、改造箇所

                                                                                 
                                                                                 
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　（注）本文（　　　　）内には検査種類を記入する。

　　

 

(様式第 13 号) 
平成  年  月  日 

岩手県知事 
               様 

請 負 者             
住  所             

 
氏  名           印 

 
 

工 事 修 補 完 了 届 
 

平成  年  月  日付けで請求されました(中間技術、指定部分、完成)検査における 
修補工事については、下記のとおり完了しましたのでお届けします。 
 

記 
工 事 名 工  事 

工 事 箇 所 
      郡      町 
                字     地 内 
      市      村 

修 補 完 了 期 限 平 成    年    月    日 

修補完了年月日 平 成    年    月    日 

備 考 

 

(注)該当しない部分を抹消すること。 
 

 



Ｎｏ．４６ 施工中（契約関係書類） 部分使用承諾書 ②県様式の指定がないため、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－２２

年月日：

受信者：「受注者名」又は『支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）』
殿

発信者：「支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）」又は『受注者名』

　標記について、下記のとおり部分使用することを、工事請負契約書第33条第1項

に基づき（ ）する。

1．使用目的

2．使用部分

3．使用期間 自
至

4．使用者

5．その他

(注) 1. （協議・承諾）には、いずれかに印をつける。
2.協議の場合は、受信者を「受注者名」、発信者を「支出又は分任支出

負担行為担当官（官職氏名）」として、発注者が作成する。
3.承諾の場合は、受信者を『支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏

名）』、発信者を『受注者名』として、受注者が作成する。

印

工事の部分使用について

協議　・　承諾

記

 

※規定様式は定めていない 

 



Ｎｏ．４７ 施工中（契約関係書類） 工期延期願 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－２３

年月日：

支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）
殿

（受注者名）

工事請負契約書第21条による工期の延長を下記のとおり請求します。

(注)
1 必要により下記書類を添付すること。
a

b

c 写真、図面等
2 理由は詳細に記入すること。

記

印

工　期　延　期　届

工　　事　　名

契　約　月　日

工　　　　　期
自
至

工程表（契約当初工程と現在迄の実際の工程及び延長工程の3工程を対象
させ、詳細に記入）
天候表、気温表、湿度表、雨量表、積雪表、風速表等工期中と過去の平
均とを対照し最寄気象台等の証明等をうけること。

延　長　工　期
自
至

理　　　　　由

 

様式第 12 号 

                                  年  月  日 

 

           様 

 

                       受注者  住所 

                            氏名              印 

 

工期延長請求書 

    年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、契約書別記第 21 条に基づき、 

下記のとおり工期の延長を請求します。 

 

記 

 

 工 事 名                                工事  

工 事 場 所   

工     期         年  月  日 ～      年  月  日 

工 期 延 長 請 求 日 数                              日 

延長請求による完成期限         年  月  日 

工

期

延

長

請

求

理

由 

   

  

（注） １．天候等の状況が確認できる資料、現場写真及び変更工程表を添付すること。 

     ２．工期延長請求理由欄は詳細に記載すること。 

 

 



Ｎｏ．４８ 施工中（契約関係書類） 支給品受領書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－２４

物品又は分任物品管理官（官職氏名）
殿

年月日：

受注者　（住所）

（氏名）
（現場代理人氏名） 印

　　　下記のとおり支給品を受領しました。

記

工 事 名

数　　　　　　　　量

前回まで 今　回 累　計

支　　給　　品　　受　　領　　書

契約年月日

品　　　目 規　格 単　位 備　　　　考

 

様式第 30 号 

支  給  品  受  領  書 
 

                         年   月   日 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                         受 注 者 住所 

                               氏名 

                         現場代理人 氏名           印 

 

     年  月  日で締結した次の工事の請負契約に基づく下記物品を受領しました。 

 

記 

 

 
工  事  名                                工事 

 

工 事 場 所  

 

   品    名    規     格  単位   数  量    備     考  

     

     

     

     

     

     

     

     

 （注）部品がある場合は備考欄に部品名（ボルト等）を記入する。 
 

 



Ｎｏ．４９ 施工中（契約関係書類） 支給品精算書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－２５

年月日：

物品又は分任物品管理官（官職氏名）
殿

受注者　（住所）

（氏名）
（現場代理人氏名） 印

　下記のとおり支給品を精算します。

記

工　事　名 契約年月日

支給数量 使用数量 残 数 量

※
上記精算について調査したところ事実に相違ないことを証明する。

主任監督員 　　　　　
　　　　　　　 年月日：

証　明  欄
（官職氏名） 印

　　(注)　※は主任監督員が記入する。
　　　　　

※物品管理簿登記

印

品　　　　目 規　　格 単位

　　　数　　　　　　　　量

備　　　　　考

支　　給　　品　　精　　算　　書

 

様式第33号

あて

受注者 住所

氏名

（現場代理人氏名） 印

　下記のとおり支給品を精算します。

記

工　事　名 契約年月日

支給数量 使用数量 残 数 量

上記精算について調査したところ事実に相違ないことを証明する。
主任監督員 　　　　　

　　　　　　　
証　明  欄

（職氏名） 印

　　(注)　部品がある場合には、備考欄に部品名（ボルト等）を記入する。

物品管理簿登記

平成　　年　　月　　日

岩手県知事（公所長）

平成　　年　　月　　日

備　　　　　考単位

平成　年　月　日

印

支　　給　　品　　精　　算　　書

　　　数　　　　　　　　量
品　　　　目 規　　格

平成　　年　　月　　日

 

 



Ｎｏ．５０ 施工中（契約関係書類） 建設機械使用実績報告書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－6

平成　　　年　　　月　　　日

○ ○ ○ ○ 事務所長　殿
請　負　者
　　氏　　名

　工　事　名　　　○　　○　　工　　事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

運 転 日 数 運 転 時 間

日 時間 千円

日 時間 千円

日 時間 千円

日 時間 千円

（Ａ4判）　　
　備　考

1.　おもな作業内容の欄は、貸付機械を2工種以上の異なる作業に使用したときは、運転時間又は、運転日数の最も多い作業内容を記入する。

2.　おもな作業の作業量欄は、おもな作業内容の欄に記入した作業量を測定できるときに記入する。

3.　運転時間の欄は、運転時間の管理できない機械又は管理の必要のない機械については、記入を省略することができる。

4.　運転のミス又は、不慮の事故に伴なう修理で、当該修理に要した費用が300千円をこえるときは、修理内容の詳細な説明書を添付する。

　建　設　機　械　使　用　実　績　報　告　書

摘　要

工　期　　　自　平成　　　年　　　月　　　日　～　至　平成　　　年　　　月　　　日

機　械　名 機　械　番　号 月　別 おもな作業内容 おもな作業の作業量
か　　動　　状　　況

維持管理費
おもな修理箇所
及び取替部品名

 

様式－6

平成　　　年　　　月　　　日

○○広域振興局土木部長　殿

受注者　　氏　　名　　　　　　　　　　　㊞

　工　事　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

運 転 日 数 運 転 時 間

月

日 時間 千円

月

日 時間 千円

月

日 時間 千円

小　計

日 時間 千円

（Ａ4版）　　
　備　考

1.　おもな作業内容の欄は、貸付機械を2工種以上の異なる作業に使用したときは、運転時間又は、運転日数の最も多い作業内容を記入する。

2.　おもな作業の作業量欄は、おもな作業内容の欄に記入した作業量を測定できるときに記入する。

3.　運転時間の欄は、運転時間の管理できない機械又は管理の必要のない機械については、記入を省略することができる。

4.　運転のミス又は、不慮の事故に伴なう修理で、当該修理に要した費用が300千円をこえるときは、修理内容の詳細な説明書を添付する。

　建　設　機　械　使　用　実　績　報　告　書

摘　要

工　期　　　自　平成　　　年　　　月　　　日　～　至　平成　　　年　　　月　　　日

機　械　名 機　械　番　号 月　別 おもな作業内容 おもな作業の作業量
か　　動　　状　　況

維持管理費
おもな修理箇所
及び取替部品名

 

 



Ｎｏ．５１ 施工中（契約関係書類） 建設機械借用・返納書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式-2

平成　　　年　　　月　　　日　　　

分 任 物 品 管 理 官
　　官　職　　氏　名　　殿

請負者
　　　 氏　　　名

借 用
返 納

受領しました。

返納します。

貸  付
返  納

（Ａ4判）　　
　備　　考

1.　使途に従い不要の文字は抹消して使用のこと。

2.　貸付，返納年月日欄は，上段には貸付年月日，下段には返納予定年月日を記入のこと。

3.　工事工程等の変更に伴い新たに機会を貸し付けるときは借用書を作成し，返納のときは一括で処理のこと。

4.　付属品については，備考欄又は別紙を作成のこと。

建　設　機　械 書

○○○工事の施工に使用の下記建設機械を

記

機　　械　　名  年  月  日
機　　械
番　　号

規　　格 備　　　　考

 

様式-2

平成　　　年　　　月　　　日　　　

　　○○広域振興局土木部長　　殿

受注者 氏名 ㊞

借 用
返 納

受領しました。

返納します。

貸  付
返  納

（Ａ4版）　　
　備　　考

1.　使途に従い不要の文字は抹消して使用のこと。

2.　貸付、返納年月日欄は、上段には貸付年月日、下段には返納予定年月日を記入のこと。

3.　工事工程等の変更に伴い新たに機会を貸し付けるときは借用書を作成し、返納のときは一括で処理のこと。

4.　付属品については、備考欄又は別紙を作成のこと。

建　設　機　械 書

○○○工事の施工に使用の下記建設機械を

記

機　　　械　　名  年  月  日機 械 番 号規　　格 備　　　　考

 

 



Ｎｏ．５２ 施工中（契約関係書類） 現場発生品調書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－２８ 年月日：

物品又は分任物品管理官（官職氏名）
殿

受注者　（住所）

（氏名）
（現場代理人氏名） 印

　年　　月　　日 工事

における下記の発生品を引き渡します。

品　　　　名 規　　　　格 単　位

記

現　場　発　生　品　調　書

付けをもって請負契約を締結した

数　　　　量 摘　　　　　　要

 

様式第35号

岩手県知事（公所長） あて

受注者

現場代理人 印

　　　年　　月　　日 付けで締結した次の工事における下記の発生品を引き渡します。

記

工　事　名

工事場所

品　　　　名 規　　　　格 単　位

　　(注)　部品がある場合には、備考欄に部品名（ボルト等）を記入する。

数　　　　量

　　　年　　月　　日

摘　　　　　　要

現場発生品調書

住所

氏名

氏名

工事　　　　

 

 



Ｎｏ．５３ 施工中（工事書類） 出来形図 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない 

様式第45-2号　測定結果表

受　注　者

工　　種 現場代理人

細　　別 測　定　者 ㊞

単位：mm

測 定 項 目

規 格 値

測点又は区別 設計値 実測値 差 設計値 実測値 差 設計値 実測値 差 設計値 実測値 差

注）　基準高については、設計図書において表示されているものについて記入する。 （A4版）

測定結果表

略図

 

 



Ｎｏ．５４ 施工中（工事書類） 産業廃棄物管理表（マニフェスト） ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない ※規定様式は定めていない 
（中間処理施設が発行したマニフェストを使用している） 

 



Ｎｏ．５５ 施工中（工事書類） 新技術活用関係資料 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない ※規定様式は定めていない 

 



Ｎｏ．５６ 工事完成時 完成通知書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－２９

年月日：

支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）
殿

（受注者）

下記工事は をもって完成したので工事請負契約書

第31条第1項に基づき通知します。

1．工　事　名

2．請負代金額 ￥

3．契約年月日

4．工　　　期 自 至

(注) 本文の年月日は実際に完成した年月日を記載する

印

完　　成　　通　　知　　書

年　　月　　日

記

 

様式第 17 号 

 

完   成   届 
 

                                    年   月   日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                           受注者  住所 

                                氏名          印 

 

     年  月  日契約の下記工事は、     年  月  日をもって全工程を完成したの 

で、契約書別記第 31 条第１項に基づき届出ます。 

 

記 

 

１ 工 事 名                                  工事 

２ 工 事 場 所 

３ 工   期        自         年   月   日 

               至         年   月   日 

４ 請負代金額                          円 

 

 



Ｎｏ．５７ 工事完成時 引渡書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－３０

年月日：

支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）
殿

（受注者）

下記工事を工事請負契約書第31条第4項に基づき引渡します。

1．工事名

2．請負代金額 ￥

3．検査年月日

印

引　　　　渡　　　　書

 

様式第 19 号 

 

引    渡    書 
 

                                    年   月   日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                         受注者  住所 

                              氏名            印 

 

 

 １ 工事名   

 

 ２ 工事場所 

 

    上記工事の目的物を本日引き渡します。 

    〔上記工事のうち、下記目的物を本日引き渡します。〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注） 〔  〕は一部完成の場合に記入する。 
 

 



Ｎｏ．５８ 工事完成時 請求書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－５(1)

年月日：

請求書 （ ）

支出官又は資金前渡官吏（官職氏名）
殿

請求者　（住所）

（氏名）

下記のとおり請求します。

請求金額 ￥

ただし、次の工事の( )として

工事名

契約日

契約金額 ￥

振込希望金融機関名 店

預金の種別

口座番号

口座名義

フリガナ

振込指定コード番号

(注)1．

2．

3．

（　　　）には前払金、中間前払金、部分払金、指定部分完済払金、
完成代金の別を記入すること。

部分払金を請求する場合は、請求内訳書（部分払の場合又は国債部分
払の場合）を添付すること。

指定部分完済払代金を請求する場合には、請求内訳書（指定部分払の
場合）を添付すること。

印

銀行 金庫

 

 

 様式第 20 号 

                                      年  月  日 

 

  岩手県知事（公所長） あて 

 

                          受注者  住所 

                               氏名           印 

 

請    求    書 
   

次のとおり請求します。 

 

 
請求金額                      円 （        ） 

 

工事名                              工 事 

工事場所  

請負代金額                               円 

 

 

 

  前金払    第３回  

 

  第１回    第４回  

  第２回     計  

 

 

  振込金融機関 名称             口座番号 普通・当座 

 

 

 （注） 請求金額欄の（ ）には、請求の別を前金払、部分払又は精算払と表示すること。 
 

 



Ｎｏ．５９ 工事完成時 出来形管理図表 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－３１

工　種

種　別 測定者 印

測定項目 測定項目 測定項目

規 格 値 規 格 値 規 格 値

測点又は区別 設計値 実測値 差 測点又は区別 設計値 実測値 差 測点又は区別 設計値 実測値 差

平 均 値
最 大 値
最 小 値
最 多 値
データ数
標準偏差

出　来　形　管　理　図　表

略　　　　　　　図測

点

設
計
値
と
の
差

0

 

様式第45-1号　出来形管理図表（図表）

平成　　　年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事　　　　　　　　　　工　　　　　　管理図表
受　注　者

現場代理人

測　定　者 印

注 １．工種名は、盛土工、下層路盤工、現場打U型水路工、吹付工等と記入する。 ５．設計値と実測値の単位を定め、目盛に数値を記入する。

２．標題は、厚管理図表、基準高管理図表等と記入する。 ６．図表には規格値の線を朱書で記入する。

３．番号はあらかじめ測点を定め、起点から終点に向かって順序に記入しておく。 ７．記事は、手直しの処置等を記入し、承諾印を押す。

４．月日は、測定の際、該当測量番号にあたるものを記入する。 （A4版）

記　事

公所名

番　号

月　日

（
単
位
　
　
　

）

 

 



Ｎｏ．５９ 工事完成時 出来形管理図表 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

 

様式第45-2号　測定結果表

受　注　者

工　　種 現場代理人

細　　別 測　定　者 ㊞

単位：mm

測 定 項 目

規 格 値

測点又は区別 設計値 実測値 差 設計値 実測値 差 設計値 実測値 差 設計値 実測値 差

注）　基準高については、設計図書において表示されているものについて記入する。 （A4版）

測定結果表

略図

 

 



Ｎｏ．６０ 工事完成時 品質管理図表 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－３２

工　種

種　別 測定者 印

測定項目 測定項目 測定項目

規 格 値 規 格 値 規 格 値

測点又は区別 設計値 実測値 差 測点又は区別 設計値 実測値 差 測点又は区別 設計値 実測値 差

平 均 値
最 大 値
最 小 値
最 多 値
データ数
標準偏差

品　質　管　理　図　表

略　　　　　　　図測

点

設
計
値
と
の
差

0

 

※各種様式（様式第４６～１０３号まで） 

 



Ｎｏ．６１ 工事完成時 品質証明書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－３３
年月日：

品　質　証　明　書

工事名 ：

品　質　証　明　事　項 実　施　日 箇　　　　所 記　　　　事

　　　　　社内検査した結果、工事請負契約書、図面、仕様書、その他関係図書に示された品質を確保して

　　　　　いることを確認したので報告します。

受注者　住　所

氏　名

品　　質　　証　　明　　記　　事
品質証明員氏名　印

 

様式第104号
平成　年　月　日

品　質　証　明　書

工事名 ：

社　内　検　査　項　目 実　施　日 箇　　　　所 記　　　　事

　　　　　社内検査した結果、工事請負契約書、図面、仕様書、その他関係図書に示された品質を確保して
　　　　　いることを確認したので報告します。

受注者　住　所

氏　名 印

社内検査員氏名　印

社　　内　　証　　明　　記　　事

 

 



Ｎｏ．６１ 工事完成時 品質証明書 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

 

様式第113号
平成　年　月　日

品　質　証　明　書

工事名 ：

品　質　証　明　事　項 実　施　日 箇　　　　所 記　　　　事

　　　　　別紙検査表により検査した結果、工事請負契約書、図面、仕様書、その他の関係図書に示された品質を確保して
　　　　　いることを確認したので報告します。

受注者　住　所

氏　名 印

品質証明員氏名　印

品　　質　　証　　明　　記　　事

 

 



Ｎｏ．６２ 工事完成時 工事写真 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない ※規定様式は定めていない 

 



Ｎｏ．６３ 工事完成時 総合評価実施報告書 ④標準化対象外（県に制度なし） 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない ※規定様式は定めていない 
（完成検査時に履行確認） 

 



Ｎｏ．６４ 工事完成時 創意工夫・社会性等に関する実施状況（説明資料） ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－３４(1)

  　工　事　名  受注者名

項　　　目 評価内容

 □創意工夫 □施工

□新技術活用

□品質

□安全衛生

□社会性等 □地域への貢献等

・試行技術及び「有用とされる技術」以外の新技術　の活用

・ＩＣＴ（情報通信技術）の活用　等

実施内容

・施工に伴う器具、工具、装置等の工夫
・コンクリート二次製品等の代替材の適用
・施工方法の工夫、施工環境の改善

ＮＥＴＩＳ登録技術のうち、
・試行技術の活用
・「少実績優良技術」の活用

・仮設備計画の工夫

・「少実績優良技術」 を除く「有用とされる技術」　の活用

創意工夫・社会性等に関する実施状況

 自ら立案実施し
た創意工夫や技
術力

地域社会や住民
に対する貢献

・仮設備の工夫
・作業環境の改善
・交通事故防止の工夫
・環境保全の工夫　等

・施工管理の工夫

・周辺環境への配慮
・現場環境の周辺地域との調和
・地域住民とのコミュニケーション
・災害時など地域への支援・行政などによる救援活　動への協力

・安全衛生教育・講習会・パトロール等の工夫

・土工、設備、電気の品質向上の工夫
・コンクリートの材料、打設、養生の工夫
・鉄筋、コンクリート二次製品等使用材料の工夫
・配筋、溶接作業等の工夫　等

 

様式第117号（表）

工　事　名  受注者名

項　　　目 評価内容

 □創意工夫 □施工

□新技術活用

□品質

□安全衛生

□社会性等 □地域への貢献等

ＮＥＴＩＳ登録技術のうち、
・試行技術の活用

創意工夫・社会性等に関する実施状況

・施工に伴う器具、工具、装置等の工夫
・コンクリート二次製品等の代替材の適用
・施工方法の工夫、施工環境の改善

実施内容

 自ら立案実施し
た創意工夫や技
術力

・仮設備計画の工夫
・施工管理の工夫
・ＩＣＴ（情報通信技術）の活用　等

・「少実績優良技術」の活用
・「少実績優良技術」 を除く「有用とされる技術」　の活用
・試行技術及び「有用とされる技術」以外の新技術　の活用

・土工、設備、電気の品質向上の工夫
・コンクリートの材料、打設、養生の工夫
・鉄筋、コンクリート二次製品等使用材料の工夫
・配筋、溶接作業等の工夫　等

・安全衛生教育・講習会・パトロール等の工夫
・仮設備の工夫
・作業環境の改善
・交通事故防止の工夫
・環境保全の工夫　等

・周辺環境への配慮
・現場環境の周辺地域との調和

地域社会や住民
に対する貢献

・地域住民とのコミュニケーション
・災害時など地域への支援・行政などによる救援活　動への協力  等

 

 



Ｎｏ．６４ 工事完成時 創意工夫・社会性等に関する実施状況（説明資料） ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－３４(2)

工　事　名
項　　　目 評価内容
提案内容

説明資料は簡潔に作成するものとし、必要に応じて別葉とする

（説明）

(添付図）

創意工夫・社会性等に関する実施状況

 

様式第117号（裏）

工 事 名 　　／　　

項 目 評価内容

提 案 内 容

（　説　明　）

（　添　付　図　）

説明使用は簡潔に作成するものとし、必要に応じて別葉とする。

高度技術・創意工夫・社会性等に関する実施状況（説明資料）

 

 



Ｎｏ．６５ 工事完成時 工事完成図 ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない ※規定様式は定めていない 

 



Ｎｏ．６６ 工事完成時 工事管理台帳 ④標準化対象外（県に制度なし） 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない ※共通仕様書以外で様式を定めているため 

 



Ｎｏ．６７ 工事完成時 再資源利用実施書-建設資材搬入工事用- ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－７ 再生資源利用計画書（実施書）　－建設資材搬入工事用－

1.工事概要
請負者コード＊2

発注機関コード＊1

100万円未満四捨五入
工事種別コード*3 単位：千億まで

円 （税込み） 建築・解体工事のみ 単位：百万まで

右欄に記入して下さい
住所コード*4 m

2

m2

（再生資源の利 （　　に印をつける）

用に関する特記

事項等） （　　に印をつける）

2.建設資材利用実績 尚、解体工事については、建築面積は御記入いただかなくても結構です。

（再生資材を利用した場合に記入してください）

再生資材利用量（Ｂ）

（注1）

締めm3 締めm3 ％

締めm3 締めm3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

コード*5 コード*6 コード*7 コード*8 コード*9
土砂について 土砂について 再生資材の供給元について 施工条件について 土砂について

1.第一種建設発生土 2.第二種建設発生土 1.道路路体 2.路床 3.河川築堤 1.現場内利用 1.再生材の利用の指示あり 1.第一種建設発生土 2.第二種建設発生土
3.第三種建設発生土 4.第四種建設発生土 4.構造物等の裏込材、埋戻し用 2.他の工事現場 2.再生材の利用の指示なし 3.第三種建設発生土 4.第四種建設発生土
5.泥土（建設汚泥以外） 5.宅地造成用 6.水面埋立用 3.再資源化施設 5.泥土（建設汚泥以外）
6.土質改良土 7.再生コンクリート砂 7.ほ場整備（農地整備） 4.ストックヤード 6.土質改良土 7.再生コンクリート砂 アスファルト混合物等で、利用した
8.山砂、山土等の購入土、採取土 8.その他（具体的に記入） 5.その他 砕石について 再生材（製品）の中に、新材が混入し

砕石について 砕石について 1.再生クラッシャーラン ている場合であっても、新材混入分を
1.クラッシャーラン 2.粒度調整砕石 1.舗装の下層路盤材 2.再生粒度調整砕石 含んだ再生資材（製品）の利用量を
3.鉱さい 4.単粒度砕石 2.舗装の上層路盤材 3.鉱さい 4.その他 記入してください。
5.ぐり石、割ぐり石 6.その他 3.構造物の裏込材、基礎材 アスファルト混合物について

アスファルト混合物について 4.その他（具体的に記入） 1.再生粗粒度アスファルトコンクリート
1.粗粒度アスファルトコンクリート アスファルト混合物について 2.再生密粒度アスファルトコンクリート
2.密粒度アスファルトコンクリート 1.表層 2.基層 （開粒度及び改質アスファルトコンクリートを含む）
（開粒度及び改質アスファルトコンクリートを含む） 3.上層路盤 4.歩道 3.再生細粒度アスファルトコンクリート
3.細粒度アスファルトコンクリート 5.その他（駐車場舗装、敷地内舗装等） 4.再生アスファルトモルタル
4.アスファルトモルタル その他について（利用用途を具体的に記入） 5.再生加熱アスファルト安定処理路盤材
5.加熱アスファルト安定処理路盤材 その他について（再生資材の名称を具体的に記入）

その他について（再生資材の名称を具体的に記入）

請 負 会 社 名

発 注 機 関 名
担当者

発注担当者チェック欄

TEL

自

至

構　造

使　途

工　期

建　設　資　材　（新材を含む）

工 事 概 要 等

利　用　量（A)
再生資材の供給元施設、工事等の名称

( )

再　生　資　材　の　供　給　元
注：コード＊5～9は下記欄外のコード表より数字を選んでください。

施工条件の内容

TEL
FAX

工　事　名
最終工事

－ 請負金額 ,000,000

工事施工場所

階

階

地上

地下
建 築 面 積

延 床 面 積

階　数

供給元 施工条件

コード*7 コード*8
内容単位：百万まで

分　類 小 分 類 規　格 主な利用用途

コード*6コード＊5

利用率
コード*9 B/A×100

再生資源

単位：百万まで
*4

再生資材の供給元場所住所

土　砂

合　　　計

種類

砕　石

合　　　計

ｱｽﾌｧﾙﾄ

混 合 物

合　　　計

そ の 他

（再生資材

のみ記入）

合　　　計

注1:再生資材利用量について

記入年月日

( ) 工事責任者

住所コード
再生資材の名称

調査票記入者( )
会 社 所 在 地

都 道

府 県

鉄筋コンクリート造 鉄骨造

コンクリートブロック
造

木造 その他

居住専用 居住産業併用 事務所

店舗 工場、作業所 倉庫

学校 病院診療所 その他

鉄骨鉄筋コンクリート造

市 区

町 村

 

様式第114号 再生資源利用計画書（実施書）　－建設資材搬入工事用－

1.工事概要
請負者コード＊2

発注機関コード＊1

100万円未満四捨五入
工事種別コード*3 単位：千億まで

円 （税込み） 建築・解体工事のみ 単位：百万まで

右欄に記入して下さい
住所コード*4 m2

m
2

（再生資源の利 （　　に印をつける）

用に関する特記

事項等） （　　に印をつける）

2.建設資材利用実績 尚、解体工事については、建築面積は御記入いただかなくても結構です。

（再生資材を利用した場合に記入してください）

再生資材利用量（Ｂ）

（注1）

締めm
3

締めm
3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

締めm
3

締めm
3 ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

コード*5 コード*6 コード*7 コード*8 コード*9
土砂について 土砂について 再生資材の供給元について 施工条件について 土砂について

1.第一種建設発生土 2.第二種建設発生土 1.道路路体 2.路床 3.河川築堤 1.現場内利用 1.再生材の利用の指示あり 1.第一種建設発生土 2.第二種建設発生土
3.第三種建設発生土 4.第四種建設発生土 4.構造物等の裏込材、埋戻し用 2.他の工事現場 2.再生材の利用の指示なし 3.第三種建設発生土 4.第四種建設発生土
5.泥土（建設汚泥以外） 5.宅地造成用 6.水面埋立用 3.再資源化施設 5.泥土（建設汚泥以外）
6.土質改良土 7.再生コンクリート砂 7.ほ場整備（農地整備） 4.ストックヤード 6.土質改良土 7.再生コンクリート砂 アスファルト混合物等で、利用した
8.山砂、山土等の購入土、採取土 8.その他（具体的に記入） 5.その他 砕石について 再生材（製品）の中に、新材が混入し

砕石について 砕石について 1.再生クラッシャーラン ている場合であっても、新材混入分を
1.クラッシャーラン 2.粒度調整砕石 1.舗装の下層路盤材 2.再生粒度調整砕石 含んだ再生資材（製品）の利用量を
3.鉱さい 4.単粒度砕石 2.舗装の上層路盤材 3.鉱さい 4.その他 記入してください。
5.ぐり石、割ぐり石 6.その他 3.構造物の裏込材、基礎材 アスファルト混合物について

アスファルト混合物について 4.その他（具体的に記入） 1.再生粗粒度アスファルトコンクリート
1.粗粒度アスファルトコンクリート アスファルト混合物について 2.再生密粒度アスファルトコンクリート
2.密粒度アスファルトコンクリート 1.表層 2.基層 （開粒度及び改質アスファルトコンクリートを含む）
（開粒度及び改質アスファルトコンクリートを含む） 3.上層路盤 4.歩道 3.再生細粒度アスファルトコンクリート
3.細粒度アスファルトコンクリート 5.その他（駐車場舗装、敷地内舗装等） 4.再生アスファルトモルタル
4.アスファルトモルタル その他について（利用用途を具体的に記入） 5.再生加熱アスファルト安定処理路盤材
5.加熱アスファルト安定処理路盤材 その他について（再生資材の名称を具体的に記入）

その他について（再生資材の名称を具体的に記入）

請 負 会 社 名

発 注 機 関 名
担当者

発注担当者チェック欄

TEL

自

至

構　造

使　途

工　期

建　設　資　材　（新材を含む）

工 事 概 要 等

利　用　量（A)
再生資材の供給元施設、工事等の名称

( )

再　生　資　材　の　供　給　元
注：コード＊5～9は下記欄外のコード表より数字を選んでください。

施工条件の内容

TEL
FAX

工　事　名
最終工事

－ 請負金額 ,000,000

工事施工場所

階

階

地上

地下
建 築 面 積

延 床 面 積

階　数

供給元 施工条件

コード*7 コード*8
内容単位：百万まで

分　類 小 分 類 規　格 主な利用用途

コード*6コード＊5

利用率
コード*9 B/A×100

再生資源

単位：百万まで
*4

再生資材の供給元場所住所

土　砂

合　　　計

種類

砕　石

合　　　計

ｱｽﾌｧﾙﾄ

混 合 物

合　　　計

そ の 他

（再生資材

のみ記入）

合　　　計

注1:再生資材利用量について

記入年月日

( ) 工事責任者

住所コード
再生資材の名称

調査票記入者( )
会 社 所 在 地

都 道

府 県

鉄筋コンクリート造 鉄骨造

コンクリートブロック
造

木造 その他

居住専用 居住産業併用 事務所

店舗 工場、作業所 倉庫

学校 病院診療所 その他

鉄骨鉄筋コンクリート造

市 区

町 村

 

 



Ｎｏ．６８ 工事完成時 再資源利用促進実施書-建設副産物搬出工事用- ①県様式に加え、国交省様式も可 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

様式－８ 再生資源利用促進計画書（実施書）　－建設副産物搬出工事用－
建築工事において、解体と新築工事を一体的に施工する場合は、解体分と
新築分の数量を区分し、それぞれ「様式8」を作成して下さい。

1.工事概要
請負者コード＊2

発注機関コード＊1

100万円未満四捨五入
工事種別コード*3 単位：千億まで

円 （税込み） 建築・解体工事のみ 単位：百万まで

右欄に記入して下さい
住所コード*4 m2

m
2

（　　に印をつける）

（　　に印をつける）

尚、解体工事については、建築面積は御記入いただかなくても結構です。

2.建設副産物搬出実績 現場内利用の欄には、発生量（掘削等）のうち、現場内で利用したものについて御記入ください。 コード*14（コード*13で「7.内陸処分場」を選択した場合のみ記入）

注） 再資源化施設、最終処分場は、指定副産物の種類ごとに３ヶ所まで記入できます。 1.山砂利等採取跡地 2.処分場の覆土 3.池沼等の水面埋立 4.谷地埋立 5.農地受入 6.その他
４ヶ所以上にわたる場合は、用紙を換えて記入してください。

搬出先 受入地
の種類 の用途

ｺｰﾄﾞ ｺｰﾄﾞ 3ヶ所まで記入できます。4ヶ所以上に ｺｰﾄﾞ ｺｰﾄﾞ (2)＋(5)
*10 *11 わたる時は、用紙を換えて下さい。 単位：千まで *13 *14 単位：百万まで （注２）

km 地山m3 地山m3

km 地山m3 地山m3

地山m3 地山m3 地山m3 km 地山m3 地山m3 地山m3 ％

km 地山m
3

地山m
3

km 地山m
3

地山m
3

地山m
3

地山m
3

地山m
3 km 地山m

3
地山m

3
地山m

3 ％

km 地山m3 地山m3

km 地山m3 地山m3

地山m
3

地山m
3

地山m
3 km 地山m

3
地山m

3
地山m

3 ％

km 地山m
3

地山m
3

km 地山m
3

地山m
3

地山m3 地山m3 地山m3 km 地山m3 地山m3 地山m3 ％

km 地山m3 地山m3

（河川、湖沼 km 地山m
3

地山m
3

等の浚渫土） 地山m
3

地山m
3

地山m
3 km 地山m

3
地山m

3
地山m

3 ％

地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン km トン トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン km トン トン トン ％

km トン

km トン

トン トン km トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン トン km トン トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン トン km トン トン トン ％

コード*10 コード*11 コード*12 コード*13（詳細は「表－４」参照のこと）
1.路盤材 2.裏込材 1.焼却 2.脱水 施工条件について
3.埋戻し材 3.天日乾燥 1.Ａ指定処分
4.その他（具体的に記入） 4.その他（具体的に記入） （発注時に指定されたもの） 1.他の工事現場（内陸：公共、民間を含む） 6.海面処分場 現場外搬出量(4)のうち、搬出先の種類

2.Ｂ指定処分（もしくは準指定処分） 2.再資源化施設（土質改良プラントを含む） 7.内陸処分場（建設発生土受入地を含む） （コード*13）が1.～5.の合計
（発注時には指定されていないが、 3.有償売却（工事請負会社が建設副産物を売却し、 8.建設発生土ストックヤード（再利用されない場合）
発注後に設計変更し指定処分とされたもの） 代金を得た場合） 9.中間処理施設（焼却施設、処分のための中間

3.自由処分 4.建設発生土ストックヤード（他工事で再利用される場合） 処理施設に限る）
5.海面埋立事業（海岸、海浜事業含む） 10．その他（具体的に記入）

00
0

注2:再生資源利用促進量について

３ヶ所目

再　生　資　源　利　用　促　進 最　終　処　分　場　・　そ　の　他

建設混合廃棄物 ２ヶ所目
0

３ヶ所目

１ヶ所目

２ヶ所目

３ヶ所目

建 設 汚 泥 ２ヶ所目

３ヶ所目

２ヶ所目

２ヶ所目

１ヶ所目

１ヶ所目

建設発生木材 ２ヶ所目

１ヶ所目

0

３ヶ所目

アスファルト・
コンクリート塊

１ヶ所目

２ヶ所目

３ヶ所目

0

泥　土

0

0

0

コンクリート塊

合　計

３ヶ所目

生 第　四　種 １ヶ所目

建設発生土

土 ３ヶ所目

第　三　種 １ヶ所目

発 建設発生土 ２ヶ所目

建 第　二　種 １ヶ所目

建設発生土 ２ヶ所目

設 ３ヶ所目

第　一　種 １ヶ所目

建設発生土 ２ヶ所目

(3)減量化量
施工条件の

利用促進量内容

搬　出　先　名　称 搬　出　先　場　所 うち現場内 (5)再生資源

うち現場内
改良分 ｺｰﾄﾞ＊12 *4 ×100

場外搬出時 住所コード（掘削等） 用途
(2)利用量

減量法
の性状

=(2)+(3)+(4)
どちらかに印を付けてくだ
さい

再生資源利用

促　進　率

改良分

(4)現場外搬出量

(1)

0

0

0

１ヶ所目

発注担当者チェック欄

請 負 会 社 名 記入年月日

発 注 機 関 名
担当者

TEL ( ) )
会 社 所 在 地

TEL
FAX

工事責任者

( ) 調査票記入者

(

工　事　名
最終工事

－ 請負金額 ,000,000

階　数
地上

建 築 面 積
地下

階

工事施工場所 工　期
自

階
至 延 床 面 積

工 事 概 要 等

指 定 副 産 物
(1)発生量

現場内利用・減量
の　種　類 現　場　内　利　用 減　量　化

現　場　外　搬　出　に　つ　い　て

使　途

0

0

0

0

施工条件の内容

区分

構　造

運搬距離

３ヶ所目

都 道

府 県

鉄筋コンクリート造 鉄骨造

コンクリートブロック造 木造 その他

居住専用 居住産業併用 事務所

店舗 工場、作業所 倉庫

学校 病院診療所 その他

鉄骨鉄筋コンクリート造

市 区

町 村

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

 

様式第115号 再生資源利用促進計画書（実施書）　－建設副産物搬出工事用－
建築工事において、解体と新築工事を一体的に施工する場合は、解体分と
新築分の数量を区分し、それぞれ「様式8」を作成して下さい。

1.工事概要
請負者コード＊2

発注機関コード＊1

100万円未満四捨五入
工事種別コード*3 単位：千億まで

円 （税込み） 建築・解体工事のみ 単位：百万まで

右欄に記入して下さい
住所コード*4 m2

m
2

（　　に印をつける）

（　　に印をつける）

尚、解体工事については、建築面積は御記入いただかなくても結構です。

2.建設副産物搬出実績 現場内利用の欄には、発生量（掘削等）のうち、現場内で利用したものについて御記入ください。 コード*14（コード*13で「7.内陸処分場」を選択した場合のみ記入）

注） 再資源化施設、最終処分場は、指定副産物の種類ごとに３ヶ所まで記入できます。 1.山砂利等採取跡地 2.処分場の覆土 3.池沼等の水面埋立 4.谷地埋立 5.農地受入 6.その他
４ヶ所以上にわたる場合は、用紙を換えて記入してください。

搬出先 受入地
の種類 の用途

ｺｰﾄﾞ ｺｰﾄﾞ 3ヶ所まで記入できます。4ヶ所以上に ｺｰﾄﾞ ｺｰﾄﾞ (2)＋(5)
*10 *11 わたる時は、用紙を換えて下さい。 単位：千まで *13 *14 単位：百万まで （注２）

km 地山m3 地山m3

km 地山m3 地山m3

地山m3 地山m3 地山m3 km 地山m3 地山m3 地山m3 ％

km 地山m
3

地山m
3

km 地山m
3

地山m
3

地山m
3

地山m
3

地山m
3 km 地山m

3
地山m

3
地山m

3 ％

km 地山m3 地山m3

km 地山m3 地山m3

地山m
3

地山m
3

地山m
3 km 地山m

3
地山m

3
地山m

3 ％

km 地山m
3

地山m
3

km 地山m
3

地山m
3

地山m3 地山m3 地山m3 km 地山m3 地山m3 地山m3 ％

km 地山m3 地山m3

（河川、湖沼 km 地山m
3

地山m
3

等の浚渫土） 地山m
3

地山m
3

地山m
3 km 地山m

3
地山m

3
地山m

3 ％

地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン km トン トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン km トン トン トン ％

km トン

km トン

トン トン km トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン トン km トン トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン トン km トン トン トン ％

コード*10 コード*11 コード*12 コード*13（詳細は「表－４」参照のこと）
1.路盤材 2.裏込材 1.焼却 2.脱水 施工条件について
3.埋戻し材 3.天日乾燥 1.Ａ指定処分
4.その他（具体的に記入） 4.その他（具体的に記入） （発注時に指定されたもの） 1.他の工事現場（内陸：公共、民間を含む） 6.海面処分場 現場外搬出量(4)のうち、搬出先の種類

2.Ｂ指定処分（もしくは準指定処分） 2.再資源化施設（土質改良プラントを含む） 7.内陸処分場（建設発生土受入地を含む） （コード*13）が1.～5.の合計
（発注時には指定されていないが、 3.有償売却（工事請負会社が建設副産物を売却し、 8.建設発生土ストックヤード（再利用されない場合）
発注後に設計変更し指定処分とされたもの） 代金を得た場合） 9.中間処理施設（焼却施設、処分のための中間

3.自由処分 4.建設発生土ストックヤード（他工事で再利用される場合） 処理施設に限る）
5.海面埋立事業（海岸、海浜事業含む） 10．その他（具体的に記入）

00
0

注2:再生資源利用促進量について

３ヶ所目

再　生　資　源　利　用　促　進 最　終　処　分　場　・　そ　の　他

建設混合廃棄物 ２ヶ所目
0

３ヶ所目

１ヶ所目

２ヶ所目

３ヶ所目

建 設 汚 泥 ２ヶ所目

３ヶ所目

２ヶ所目

２ヶ所目

１ヶ所目

１ヶ所目

建設発生木材 ２ヶ所目

１ヶ所目

0

３ヶ所目

アスファルト・
コンクリート塊

１ヶ所目

２ヶ所目

３ヶ所目

0

泥　土

0

0

0

コンクリート塊

合　計

３ヶ所目

生 第　四　種 １ヶ所目

建設発生土

土 ３ヶ所目

第　三　種 １ヶ所目

発 建設発生土 ２ヶ所目

建 第　二　種 １ヶ所目

建設発生土 ２ヶ所目

設 ３ヶ所目

第　一　種 １ヶ所目

建設発生土 ２ヶ所目

(3)減量化量
施工条件の

利用促進量内容

搬　出　先　名　称 搬　出　先　場　所 うち現場内 (5)再生資源

うち現場内
改良分 ｺｰﾄﾞ＊12 *4 ×100

場外搬出時 住所コード（掘削等） 用途
(2)利用量

減量法
の性状

=(2)+(3)+(4)
どちらかに印を付けてくだ
さい

再生資源利用

促　進　率

改良分

(4)現場外搬出量

(1)

0

0

0

１ヶ所目

発注担当者チェック欄

請 負 会 社 名 記入年月日

発 注 機 関 名
担当者

TEL ( ) )
会 社 所 在 地

TEL
FAX

工事責任者

( ) 調査票記入者

(

工　事　名
最終工事

－ 請負金額 ,000,000

階　数
地上

建 築 面 積
地下

階

工事施工場所 工　期
自

階
至 延 床 面 積

工 事 概 要 等

指 定 副 産 物
(1)発生量

現場内利用・減量
の　種　類 現　場　内　利　用 減　量　化

現　場　外　搬　出　に　つ　い　て

使　途

0

0

0

0

施工条件の内容

区分

構　造

運搬距離

３ヶ所目

都 道

府 県

鉄筋コンクリート造 鉄骨造

コンクリートブロック造 木造 その他

居住専用 居住産業併用 事務所

店舗 工場、作業所 倉庫

学校 病院診療所 その他

鉄骨鉄筋コンクリート造

市 区

町 村

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

公共 民間

 

 



Ｎｏ．６９ 工事完成後  ④標準化対象外（県に制度なし） 

東 北 地 整 様 式 岩 手 県 様 式 

※規定様式は定めていない ※制度を定めていない 

 


